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今週のキーワード

水素経済加速
コスト削減と政策支援で実用化へ

28
件

記事数

11
カ国

対象国

25
MMT

印2050年需要

50
%減

水素コスト

今週の全28記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01 オマーン、欧州へ輸出 国際戦略
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○

オマーンとオランダが欧州向けグリーン水素輸出回廊
の実現可能性調査を開始。大規模な国際サプライチェ
ーン構築に向けた動き。

#02 英バロー水素FID プロジェ
クト発表

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

英国で30MWグリーン水素プロジェクトがFID。プラ
グパワー製PEM電解槽で産業顧客へ供給、建設段階へ
移行。

#03 プラグパワーSWOT 企業戦略/
市場分析

●○○○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●○
○

●●○○
○

プラグパワーが2028年黒字化目標も財務課題に直面
。水素産業全体の投資家心理に影響する可能性。

#04
液化水素海運アライア
ンス

業界アラ
イアンス

●●○○
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

ZESTAsが液化水素海運アライアンス設立。海運脱炭
素化へ、液化水素サプライチェーン構築と規制調和を
推進。

#05 オランダDjewels FID プロジェ
クト発表

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

オランダで20MWグリーン水素プロジェクトがFID。J
ohn
Cockerill製アルカリ電解槽で2028年半ば生産開始。

#06 水素技術賞募集開始 政策/プロ
グラム

●○○○
○

●○○○
○

●●○○
○

●●●○
○

●●●○
○

IEAとCEM-H2Iが革新的水素技術プロジェクトの国際
賞募集開始。「供給から需要へ」をテーマに技術革新
を奨励。

#07
水素協議会、政府へ要
請

政策提言
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
水素協議会が政府に政策介入を要請。グリーン水素コ
スト高と政策論争がインフラ構築を阻害と指摘。

#08 米HydroGEN材料研究 基礎研究/
材料開発

●●●●
○

●○○○
○

●●●○
○

●●●●
●

●●●○
○

米DOE HydroGENが水分解材料研究を加速。PEC、S
TCH、電解水分解の効率・耐久性向上を目指す基礎研
究。

#09 MAX Power天然水素
技術発表/
新エネル
ギー源

●●●●
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
●

MAX Powerが日本で天然水素発見とAI探査プラット
フォームを発表。エネルギー安全保障に貢献する新技
術。

#10 米CLIMR商業化推進 政策/商業
化推進

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

米DOE CLIMRが先進エネルギー技術の商業化を推進
。高効率ディーゼル用鋼材や全固体電池固体電解質の
国内製造を支援。

#11
ヘンプ由来バイオリフ
ァイ

基礎研究/
新コンセ

プト

●●●●
○

●○○○
○

●●○○
○

●●●○
○

●○○○
○

ヘンプからグリーン水素、バイオエネルギー、治療用
カンナビノイドを生産するバイオリファイナリー構想
が提案された。

#12 印、水素需要25MMT 政策声明/
市場予測

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

インド政府高官がグリーン水素の重要性を強調。205
0年までに25MMTの需要予測、巨大市場の可能性。

#13 印、水素列車承認
プロジェ
クト発表/
製品導入

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

インド初の水素動力列車が運行承認。35本配備計画で
鉄道脱炭素化を推進、燃料電池技術を活用。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#14 印、水素巨大機会 市場分析/
投資機会

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

インドのグリーン水素セクターが商業的に重要化。グ
ローバルハブ目指し、インフラ開発者等に巨大な投資
機会。

#15 印、水素生産を主導 企業動向/
市場概観

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

インド企業がグリーン水素生産を主導。2030年まで
に5MMT生産、125GW再生可能エネルギー開発目標
。

#16
米DOE、水素R&D;調
整

政策/研究
開発

●●●○
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●●
●

●●●●
○

米DOEが水素・燃料電池R&D;をコンソーシアムで調
整。触媒、電解槽、材料、貯蔵、輸送など広範な技術
開発を推進。

#17 中、水素トラック提携 企業提携/
製品導入

●●○○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

中国で水素燃料電池大型トラックの戦略的提携。2年
以内に1,000台展開目標、重輸送脱炭素化を加速。

#18
日韓、商用車水素化加
速

市場概観/
政策動向

●●○○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
●

日韓が政府支援とインフラ拡大で商用車水素化を加速
。トヨタ、ホンダ、現代が燃料電池トラック開発・導
入を推進。

#19
セルセントリックBZA
375

新製品発
表

●●●○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●○
○

セルセントリックが重量用途向け燃料電池システム「
BZA375」を発表。40トン級トラックで1,000km超
航続、25,000時間耐久。

#20 米IRA投資強化 政策/資金
調達

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
●

●●●●
●

●●●●
○

米IRAがDOEのエネルギーインフラ投資を強化。400
億ドル追加融資とEIRプログラムでクリーンエネルギ
ーを推進。

#21 水素ドローン調達へ 製品導入/
新市場

●●●○
○

●●●●
○

●●○○
○

●●●○
○

●●○○
○

米国陸軍が水素動力ドローンZ1の調達を開始。ドイツ
も水中ドローンで水素技術を導入、防衛分野で実用化
進む。

#22 東風汽車、400kW水素 新製品発
表

●●●○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●○
○

東風汽車が400kW燃料電池搭載水素トラックと1,700
km航続プラットフォームを発表。-40℃対応、高耐久
性。

#23 Sunfire SOEC試験
プロジェ
クト発表/
技術実証

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

SunfireがBASF工業団地にSOEC電解槽試験施設を着
工。高温プロセス熱利用で産業規模グリーン水素生産
を目指す。

#24 Nel ASAコスト半減 新技術発
表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●●
○

Nel ASAが新電解槽でグリーン水素製造コストを半減
。大規模産業展開を可能にし、水素経済を加速。

#25 世界水素サミット総括 市場概観/
政策動向

●○○○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●○
○

●●●○
○

2026年世界水素サミット総括。パラグアイ、インド
、スペインでグリーン水素プロジェクトが加速、中国
・インドが投資主導。

#26 青森、水素専焼発電所
プロジェ
クト発表/
インフラ

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
●

青森県六ヶ所村で水素専焼発電所が建設中。2030年
度前半運転開始、国内水素調達でエネルギー安全保障
に貢献。

#27 水素ヘリ有人飛行 技術実証/
新製品

●●●●
○

●●○○
○

●●○○
○

●●●○
○

●●○○
○

水素動力ヘリコプターの有人試験飛行が成功。航空分
野の脱炭素化に向けた重要な一歩。

#28
韓、水素規制サンドBO
X

政策/技術
実証

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

韓国政府が水素製造（SOEC）と地下貯蔵の規制サン
ドボックスを承認。技術実証と商業化を加速。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ 米国のIRAによる巨額投資は、貴社の北米戦略を再考させるか？
米国DOEはIRAに基づき400億ドルの追加融資権限とEIRプログラムを創設。クリーンエネルギー、特に水素プロジェクト
への大規模な資金流入が確実視され、サプライチェーンや競争環境が大きく変化します。貴社はこれにどう対応しますか
？

❷ グリーン水素のコスト半減は、貴社の脱炭素ロードマップを前倒しさせるか？
Nel ASAが新電解槽技術でグリーン水素製造コストを半減に成功したと発表。これにより、製鉄、化学、肥料製造などエ
ネルギー集約型産業での化石燃料代替が経済的に現実味を帯びます。貴社の脱炭素計画への影響を再評価すべきです。

❸ 天然水素の商業化は、貴社の長期エネルギー調達戦略に新たな選択肢をもたらすか？
MAX Powerが日本でAIを活用した天然水素探査プラットフォームを発表しました。CO2排出なしで直接利用可能な天然
水素は、エネルギー安全保障とコスト競争力に大きな影響を与える可能性があります。この新動向をどう評価し、戦略に
組み込みますか？

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

米IRA投資
水素コスト減

天然水素

日韓FCEV FCEV大型車
政策加速要請

インド市場

国内水素発電

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● 米IRA投資 注意 米国市場参入・拡大 米国企業の競争力強化

● 水素コスト減 注意 水素調達コスト減 電解槽競争激化

● 天然水素 機会大 新エネルギー源確保 探査技術の遅れ

● 日韓FCEV 機会大 FCEV市場拡大 —

● FCEV大型車 注意 部品供給機会 競合技術の台頭

● 政策加速要請 機会大 政策支援加速 —

● インド市場 注意 巨大市場参入 激しい価格競争
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● 国内水素発電 機会大 国内需要創出 —
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深掘り ① ― 米IRA、エネルギー投資を劇的に強化
#20 | 2026/05/22 | U.S. Department of Energy | 技術新規性●○○○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●● 日本関連度●●●●○

米国エネルギー省（DOE）は、インフレ削減法（IRA）に基づき、エネルギーインフラ投資を大幅に強化すると発表し
ました。既存のエネルギー政策法第1703条に基づく融資保証に400億ドルの追加融資権限が付与され、2026年9月30
日まで利用可能です。これは、革新的なクリーンエネルギープロジェクトやCO2排出量削減技術の商業化を強力に支援
するものです。

さらに、IRAは新たにエネルギーインフラ再投資（EIR）プログラム（第1706条）を創設。このプログラムは、操業停
止したエネルギーインフラの再構築・再利用、または操業中のインフラの排出削減プロジェクトに融資保証を提供しま
す。これにより、大規模なグリーン水素プロジェクトを含むクリーンエネルギー分野への投資が加速し、米国内のサプ
ライチェーン強化と雇用創出が期待されます。

▶ 技術者の視点

米国IRAによる巨額の資金投入は、水素経済の実現を加速させる強力なドライバーです。特に400億ド
ルの追加融資保証は、大規模な水素プロジェクトのファイナンスリスクを大幅に軽減し、最終投資決定
（FID）を後押しするでしょう。この政策は、米国内の製造業を活性化し、サプライチェーンを強靭化
する狙いがあり、日本企業にとっては【機会】と【脅威】の両面があります。米国市場への参入や提携
を検討する企業にとっては大きなチャンスですが、同時に米国企業の競争力が強化される【脅威】も認
識すべきです。この資金は2026年9月30日まで利用可能であり、迅速な情報収集と戦略立案が求められ
ます。

深掘り ② ― Nel ASA、グリーン水素コスト半減の衝撃
#24 | 2026/05/22 | Industry News / Nel ASA | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●○

ノルウェーのNel ASA社は、革新的な新電解槽技術により、グリーン水素の製造コストを従来の半分に削減することに
成功したと発表しました。この画期的な進展は、グリーン水素の大規模な産業展開を可能にする上で極めて重要な意味
を持ちます。コスト削減は、電解槽の設計改良、材料最適化、および製造プロセスの効率化によって達成されたとされ
ています。

このコスト削減により、グリーン水素は製鉄、化学、肥料製造といったエネルギー集約型産業において、化石燃料由来
の水素に対する競争力を大幅に高めることが期待されます。これは、水素経済の経済性を劇的に改善し、新規プロジェ
クトの最終投資決定（FID）を促進する強力なインセンティブとなるでしょう。

▶ 技術者の視点

Nel ASAの発表は、グリーン水素のコスト競争力に関するゲームチェンジャーとなる可能性があります
。製造コスト半減という数値は非常にインパクトが大きく、これが実証されれば、水素経済の普及が大
幅に加速するでしょう。ただし、具体的な技術詳細や、どの程度の規模でこのコスト削減が実現可能か
、また長期的な耐久性や運用コストを含めたLCOH（Levelized Cost of Hydrogen）への影響は、今後
の検証が必要です。日本の電解槽メーカーにとっては、技術競争が激化する【脅威】となりますが、水
素を大量に利用する日本の重工業にとっては、調達コスト削減の【機会】となります。R&D;部門は、こ
の技術の詳細を速やかに分析し、自社の技術ロードマップへの影響を評価すべきです。
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深掘り ③ ― 天然水素探査、AIで新時代へ
#09 | 2026/05/28 | Pacific Group | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●○
データ信頼性●●●○○ 日本関連度●●●●●

カナダのMAX Power社は、日本で開催されたイベントで、ローソン天然水素の画期的な発見と、AIを活用した探査プ
ラットフォーム「MAXX LEMI」を世界に向けて発表しました。これは、AIインフラの需要増加、産業成長、エネルギ
ー安全保障といった世界的なニーズに対応する上で、天然水素が新たな主要エネルギー源として急速に台頭しているこ
とを示唆しています。

同社はすでにカナダで初の検証済み地下天然水素システムを開発しており、MAXX LEMIプラットフォームは、AIと機
械学習アルゴリズムを駆使して、天然水素の埋蔵ポテンシャルが高い地域を迅速かつ正確に特定します。これにより、
探査コストとリスクを大幅に削減し、天然水素の商業的開発を加速する可能性を秘めています。

▶ 技術者の視点

天然水素（ホワイト水素）は、CO2排出なしで直接利用可能なクリーンエネルギー源として、そのポテ
ンシャルが注目されています。MAX PowerのAIを活用した探査技術は、従来の探査手法に比べて効率と
精度を大幅に向上させ、商業的採掘の実現性を高めるものです。日本での発表は、日本のエネルギー安
全保障にとって大きな【機会】を示唆しており、国内の地質調査技術やAI技術との連携も考えられます
。ただし、天然水素の埋蔵量、持続可能性、採掘コスト、そして環境影響については、まだ多くの未解
決課題があります。特に、純度の高い水素を経済的に分離・精製する技術は重要です。R&D;部門は、こ
の技術の進展を注視し、国内での探査・開発の可能性について、地質学の専門家と連携して検討を開始
すべきです。

その他の注目記事
米DOE、水素R&D;調整 (U.S. Department of Energy)
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●○

米DOEが広範な水素・燃料電池R&D;をコンソーシアムで推進。日本の材料・部品メーカーは技術動向を注視し、連携
機会を探るべき。

中、水素燃料電池大型トラックで戦略的提携 (Shanghai Metals Market)
技術新規性●●○○○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○

中国で水素FCEV大型トラックの本格展開が開始。日本の商用車・燃料電池部品メーカーは、中国市場の動向と競争激
化に備えるべき。

米HydroGEN、高度水分解材料研究を加速 (U.S. Department of Energy)
技術新規性●●●●○ 実用化距離●○○○○ 市場インパクト●●●○○

米DOEが水分解材料の基礎研究を加速。日本の材料メーカーは、将来的なブレークスルーに向けた技術連携や情報収集
が重要。

韓、水素生産と地下貯蔵の規制サンドボックス承認 (Seoul Economic Daily)
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●○○

韓国がSOEC水素製造と地下貯蔵の実証を規制サンドボックスで加速。日本の水素インフラ・技術開発への示唆。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【経営企画】米国IRAの融資保証プログラム（#20）の詳細を調査し、北米事業戦略における機会とリスクを評
価。

• 【R&D;】Nel
ASAの電解槽技術（#24）のコスト削減要因を分析し、自社の電解槽開発ロードマップへの影響を検討。

• 【調達】インド市場（#12, #14,
#15）におけるグリーン水素の将来的な調達可能性と価格動向について情報収集を開始。

▍短期（1ヶ月）
• 【R&D;/材料】米DOE
HydroGENコンソーシアム（#08）の材料研究動向を継続的に追跡し、共同研究や技術提携の可能性を模索。

• 【半導体PKG/EV設計】セルセントリック（#19）や東風汽車（#22）の燃料電池システムスペックを詳細に分
析し、自社のFCEV開発における技術ベンチマークとして活用。

• 【経営企画/R&D;】MAX
Powerの天然水素探査技術（#09）について、国内の地質調査機関やエネルギー企業との連携可能性を検討。

▍中長期（四半期〜）
• 【経営企画/R&D;】日韓の商用車水素化戦略（#18）を継続的に分析し、アジア市場におけるFCEV部品サプラ
イチェーン構築の機会を検討。

• 【R&D;/製造】SOEC技術（#23,
#28）の進展を注視し、産業廃熱利用型水素製造の自社工場への導入可能性を評価。

• 【経営企画/政策渉外】水素協議会（#07）の提言内容を踏まえ、日本政府への政策提言活動を強化し、国内水
素インフラ整備の加速を働きかける。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-05-30
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収録記事一覧

#01 オマーン、欧州向けグリーン水素輸出回廊でオランダと提携

#02 プラグパワーとカールトンパワー、英バロー・グリーン水素プロジェクトの最終投資決定を発表

#03 プラグパワーのSWOT分析：水素株は収益性テストに直面

#04 ゼロエミッション船舶技術協会 (ZESTAs)、液化水素海運アライアンスを設立

#05 Power2X、オランダのDjewelsグリーン水素プロジェクトの建設段階を承認

#06 国際的なクリーンエネルギー移行に貢献する革新的水素技術プロジェクトの募集開始

#07 水素協議会、政府に対し水素インフラと生産への行動を要請

#08 米国エネルギー省 HydroGENコンソーシアム、高度水分解材料研究を加速

#09 MAX Power、天然水素発見とMAXX LEMIプラットフォームを日本で世界発表

#10 米国エネルギー省CLIMRプロジェクト、2025会計年度に先進エネルギー技術の商業化を推進

#11 科学者ら、ヘンプ由来のバイオリファイナリーでグリーン水素、バイオエネルギー、治療用カン
ナビノイドを生産する新構想を提案

#12 インド石油・天然ガス省長官、「グリーン水素はインドのエネルギー需要増大に不可欠」

#13 インド初となる水素動力列車が承認、燃料電池技術で鉄道の脱炭素化を推進

#14 インドのグリーン水素プロジェクト：資金調達、規制、そして巨大な機会

#15 インドのグリーンエネルギー企業トップ10（2026年）：水素生産を主導

#16 米国エネルギー省、水素燃料電池技術コンソーシアムを通じて研究開発を調整

#17 中国・Gongqing New EnergyとFAW Jiefang、水素燃料電池大型トラックで戦略的提携を締結

#18 日本と韓国、政府支援と水素インフラ拡大で商用車変革を加速

#19 セルセントリック、重量用途向け燃料電池システム「BZA375」を発表

#20 米国エネルギー省、インフレ削減法（IRA）に基づきエネルギーインフラ投資を強化

#21 西側国防エコシステム、水素ドローンを試作から調達へ移行：ドイツは水中、米国陸軍は空中

#22 東風汽車、400kW燃料電池搭載の水素トラックと長距離プラットフォームを発表

#23 サンファイア、BASFシュヴァルツハイデ工業団地にSOEC電解槽試験施設を着工：産業規模グリ
ーン水素生産を目指す

#24 Nel ASA、新電解槽でグリーン水素コストを半減させ大規模産業展開への道を開く

#25 2026年世界水素サミット総括：パラグアイ、インド、スペインでグリーン水素プロジェクトが
加速

#26 青森県六ヶ所村、水素専焼発電所建設へ：外国産石油依存度低減に貢献



#27 ユニザー・バイオエレクトロニックとロビンソン・ヘリコプター、水素動力ヘリコプターの有人
試験飛行を完了

#28 韓国政府、水素生産と地下貯蔵の規制サンドボックスを承認



オマーン、欧州向けグリーン水素輸出回廊でオランダと提
携

概要

オマーンは、オランダおよび欧州の組織と協力し、湾岸地域から北西欧州へのグリー
ン水素および水素ベース燃料の輸出回廊の実現可能性調査を開始しました。この取り
組みは、オマーンが主要な世界的グリーン水素供給国となるための重要な一歩と位置

付けられています。合意はロッテルダムで開催された世界水素サミットで締結され、
NoorBridgeイニシアチブの一環として、商業用水素サプライチェーンの構築を目指し
ます。研究では、輸送ルート、物流コスト、港湾インフラ、サプライチェーン要件が

評価されます。

公開日 2026年05月26日  Fuel Cell Works  オマーン



詳細

背景と目的

オマーンは、その豊富な再生可能エネルギー資源（太陽光および風力）を活用し、グリ
ーン水素の生産において世界的なリーダーシップを目指しています。この戦略の一環と
して、同国はオランダ政府および欧州の主要企業・港湾組織と連携し、オマーンで生産
されたグリーン水素およびその派生燃料（アンモニアなど）を北西欧州市場へ効率的に
輸送するための専用輸出回廊の確立に向けた詳細な調査を開始しました。

主要な内容と合意

本合意は、オランダのロッテルダムで開催された世界水素サミットにおいて正式に署名
されました。この協力は、オマーンとオランダ間の既存のエネルギー協力関係を深化さ
せるものであり、特に「NoorBridgeイニシアチブ」という枠組みの下で推進されます。
NoorBridgeは、両国間の商業用水素サプライチェーンを構築し、持続可能なエネルギー
移行を支援することを目的としています。

調査範囲: 本調査は、オマーンから欧州市場へのグリーン水素およびその誘導体（液
体水素、アンモニア、メタノールなど）の輸送に必要となる航路の最適化、物流コス
トの精査、既存および新規の港湾インフラの整備計画、そして強固なサプライチェー
ンの構築要件を包括的に評価します。

技術的焦点: グリーン水素の大量輸送には、液化、アンモニア変換、LOHC (Liquid

Organic Hydrogen Carriers)などの技術オプションが存在し、それぞれ異なるインフ
ラ要件とコスト構造を持ちます。本調査では、これらの技術的課題と経済的実現可能
性を詳細に分析し、最も効率的かつ環境負荷の低い輸送方法を特定することを目指し
ます。

影響と展望

この輸出回廊の確立は、オマーンにとって新たな経済的機会を創出し、化石燃料依存か
らの脱却を加速させるものです。一方、欧州にとっては、エネルギー安全保障の強化と
産業の脱炭素化に不可欠なクリーンエネルギー源の安定供給を確保する上で極めて重要
です。この協力は、国際的なグリーン水素貿易の新たなモデルを提示し、グローバルな
脱炭素目標達成に大きく貢献する可能性があります。



また、このプロジェクトは、大規模な水素プロジェクトにおける国際協力の重要性を強
調し、技術的な標準化、規制の調和、そして投資誘致のための効果的な枠組みの必要性
を示唆しています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



プラグパワーとカールトンパワー、英バロー・グリーン水
素プロジェクトの最終投資決定を発表

概要

プラグパワーは、カールトンパワーと共同で推進する英国カンブリア州バロー・イ
ン・ファーネスの30MW規模のバロー・グリーン水素プロジェクトが最終投資決定
（FID）に達したと発表しました。このプロジェクトには、キンバリー・クラークの地

元製造工場向けに年間約100GWhのグリーン水素を生産するため、プラグパワー製
GenEco PEM電解槽が6基供給されます。これにより、英国の重要な産業脱炭素化プロ
ジェクトの一つが、いよいよ建設・供給段階に移行します。

公開日 2026年05月27日  Plug Power  イギリス



詳細

プロジェクトの背景と目的

英国は、2050年までのネットゼロ目標達成に向けて、産業部門の脱炭素化を喫緊の課題
としています。この文脈において、グリーン水素は、製造業や重工業など、電化が困難
なセクターのエネルギー転換を推進する上で不可欠な要素として注目されています。バ
ロー・グリーン水素プロジェクトは、この国家的な目標に貢献するため、地域の産業顧
客に持続可能なエネルギー源を提供することを目的としています。

最終投資決定（FID）と技術詳細

プラグパワーとカールトンパワーは、英国カンブリア州バロー・イン・ファーネスに建
設される30MW規模のグリーン水素製造施設に対し、最終投資決定（FID）が下された
ことを発表しました。これは、プロジェクトが財務的に実行可能であり、建設段階へ移
行する準備が整ったことを意味します。この施設では、プラグパワーが誇る最先端の
GenEco PEM（プロトン交換膜）電解槽が6基導入されます。これらの電解槽は、再生可
能エネルギー由来の電力を用いて水を電気分解し、高純度のグリーン水素を生成しま
す。

生産能力: 年間約100GWhのグリーン水素を生産する計画です。この生産量は、特定
の産業顧客、具体的にはキンバリー・クラーク社の地元製造工場への供給を主眼とし
ています。

技術的利点: PEM電解槽は、高い応答性と部分負荷運転能力に優れており、変動する
再生可能エネルギー源との統合に最適です。これにより、安定したグリーン水素供給
が保証されます。

地域経済への貢献: プロジェクトの建設および運営は、地域における雇用創出と経済
活性化に貢献すると期待されています。



産業への影響と展望

バロー・グリーン水素プロジェクトは、英国の産業脱炭素化戦略におけるマイルストー
ンとなるでしょう。特に、製紙業のようなエネルギー集約型産業が、化石燃料からグリ
ーン水素へ移行するための具体的なモデルケースを提供します。このプロジェクトの成
功は、将来的な大規模グリーン水素ハブの展開に向けた重要な教訓と知見をもたらし、
英国全土におけるグリーン水素エコシステムの発展を加速させる可能性を秘めていま
す。また、サプライチェーン全体の排出量削減にも寄与し、持続可能な製造業への移行
を促進します。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



プラグパワーのSWOT分析：水素株は収益性テストに直面

概要

水素燃料電池および電解槽メーカーであるプラグパワーは、2028年までの黒字化を目
指す野心的な戦略を掲げながらも、財務上の大きな課題に直面しています。アナリス

トのセンチメントは、同社の財務安定性と市場での採用拡大に関する懸念から、依然
として慎重です。最近の発表では、主要顧客との契約見直し、追加流動性の確保、電
解槽パイプラインの拡大などが挙げられていますが、具体的な収益化への道筋が注視

されています。

公開日 2026年05月23日  Investing.com  アメリカ



詳細

背景：水素市場の成長とプラグパワーの立ち位置

近年、世界のエネルギー市場において、脱炭素化の主要な手段として水素エネルギーへ
の注目が高まっています。プラグパワー（Plug Power）は、水素燃料電池および電解槽
の分野で業界をリードする企業の一つとして、この成長市場の中心に位置しています。
同社は、物流、モビリティ、定置型発電など多岐にわたるアプリケーション向けに製品
を提供し、グリーン水素エコシステムの構築を推進しています。しかし、急成長市場特
有の先行投資と技術開発コストが、同社の財務状況に影響を与えています。

主要な財務課題と戦略的対応

Investing.comの分析によると、プラグパワーは現在、企業収益性への転換期にあり、い
くつかの重要な財務的課題に直面しています。同社は2028年までに黒字化を達成すると
いう複数年戦略を発表しており、これは大規模な投資と市場拡大を伴うものです。しか
し、アナリストや投資家の間では、この目標達成に対する懐疑的な見方も存在し、特に
同社の財務安定性と、技術が広範な市場にどの程度迅速に採用されるかについて懸念が
示されています。

契約の見直し: 収益構造の最適化を目指し、主要な顧客との契約条件を積極的に見直
しています。これにより、長期的な収益の安定化とキャッシュフローの改善を図りま
す。

流動性の確保: 事業拡大と研究開発への投資を継続するため、追加的な資金調達や運
転資金の確保に注力しています。

電解槽パイプラインの拡大: グリーン水素生産能力の増強は、将来の収益成長の鍵と
なります。そのため、電解槽の製造・供給能力を拡大し、市場の需要に応える体制を
強化しています。



影響と今後の展望

プラグパワーが直面している収益性の課題は、水素産業全体が抱える大規模な初期投資
と、商業化までの道のりの困難さを象徴しています。同社の今後の動向は、水素技術の
商業的実現可能性を測る上で重要な指標となるでしょう。もしプラグパワーが2028年ま
での黒字化目標を達成できれば、それは水素産業全体に対する投資家の信頼を大きく高
めることにつながります。しかし、目標未達の場合、業界全体の資金調達環境に負の影
響を与える可能性も否定できません。同社の技術革新と財務戦略の両面における進捗
が、今後数年間、市場から厳しく監視されることになります。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



ゼロエミッション船舶技術協会 (ZESTAs)、液化水素海運
アライアンスを設立

概要

ゼロエミッション船舶技術協会（ZESTAs）は、ロンドンでの政策イベントにおいて
「グローバル液体水素アライアンス」を立ち上げました。このアライアンスは、純粋
なグリーン液化水素を海運業界向けの真のゼロエミッション燃料として推進すること

を目的としています。船主、技術プロバイダー、港湾当局、エネルギー生産者、政府
パートナー間の協力を促進し、規制から技術ノウハウまで、燃料経路全体を調整する
ことで海運の脱炭素化を妨げてきた課題に取り組むことを目指します。

公開日 2026年05月26日  Green Hydrogen News (Fuel Cell Worksの再掲載)  イギリス



詳細

背景：海運業界の脱炭素化への課題

世界の海運業界は、国際海事機関（IMO）の温室効果ガス削減目標達成に向けて、喫緊
の脱炭素化を求められています。しかし、現在の代替燃料ソリューションは多様であ
り、それぞれに技術的、経済的、インフラ的な課題が存在します。特に、大規模な商業
船に適用可能なゼロエミッション燃料の供給と利用は、依然として断片化された状態に
あり、業界全体での協力が不可欠となっています。

グローバル液体水素アライアンスの発足

こうした課題に対応するため、ゼロエミッション船舶技術協会（ZESTAs: Zero Emissions

Ship Technology Association）は、ロンドンで開催された重要な政策イベントで「グロ
ーバル液体水素アライアンス」の設立を発表しました。このアライアンスは、海運業界
が真にネットゼロエミッションを達成するための、実行可能かつ持続可能な燃料として
のグリーン液化水素の採用を加速させることを使命としています。

協力対象者: アライアンスは、船舶の所有者（船主）、先進的な技術を提供する企
業、主要な港湾当局、グリーンエネルギー生産者、そして各国の政府パートナーな
ど、サプライチェーン全体にわたる多様なステークホルダーを結集します。

目的: その主な目的は、グリーン液化水素の製造から供給、貯蔵、そして船舶での利
用に至るまで、燃料経路全体にわたる協調的なアプローチを確立することです。具体
的には、規制要件の調和、技術的標準の開発、安全プロトコルの策定、そして運用上
のノウハウ共有を目指します。

課題への対応: 現在の海運脱炭素化を妨げている主要な課題の一つは、代替燃料に関
する規制の不確実性と、必要なインフラ投資の欠如、そして技術的な知見の断片化で
す。本アライアンスは、これらの課題に包括的に取り組み、液体水素エコシステム全
体を統合することで解決を図ります。



影響と将来展望

このグローバル液体水素アライアンスの設立は、海運業界の脱炭素化に向けた重要な転
換点となる可能性があります。液化水素は、その高いエネルギー密度とゼロエミッショ
ン特性から、長距離輸送を担う大型船舶にとって特に有望な選択肢とされています。ア
ライアンスの活動を通じて、液化水素のサプライチェーンが強化され、経済的規模が達
成されれば、海運部門における大規模な燃料転換が現実味を帯びてくるでしょう。これ
により、大気汚染の削減と気候変動対策に大きく貢献することが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



Power2X、オランダのDjewelsグリーン水素プロジェクト
の建設段階を承認

概要

Power2Xは、オランダのデルフゼイルに建設されるDjewelsグリーン水素プロジェクト
について、最終投資決定（FID）に達し、着工を正式に承認しました。これにより、
20MWの施設は建設段階に入り、2028年半ばには最初の水素生産が開始される予定で

す。このプロジェクトでは、John Cockerill社製の加圧アルカリ電解技術が採用され、
年間約2,000トンのグリーン水素を地域の産業顧客に供給する見込みです。

公開日 2026年05月22日  Global e-Fuels  オランダ



詳細

背景：オランダの水素戦略と産業脱炭素化

オランダは、欧州における主要なエネルギーハブとしての地位を維持しつつ、気候変動
目標達成のため、グリーン水素の生産と利用を加速しています。特に、デルフゼイルの
ような産業クラスター地域では、重工業の脱炭素化が喫緊の課題となっており、化石燃
料由来の水素からグリーン水素への転換が求められています。Djewelsプロジェクト
は、この地域における産業需要に応え、持続可能なサプライチェーンを構築する上で重
要な役割を担います。

主要な内容：建設段階への移行と技術的詳細

Power2X社は、デルフゼイルのDjewelsグリーン水素プロジェクトに関して、最終投資決
定（FID）を下し、建設段階への正式な移行を承認しました。この決定は、プロジェク
トが全ての財務的、技術的、および規制上の要件を満たしたことを意味し、商業運転に
向けた準備が整ったことを示します。

施設規模と生産目標: 建設される施設は20MWの電解能力を持ち、2028年半ばにはグ
リーン水素の生産を開始する予定です。年間約2,000トン（約200万kg）のグリーン
水素が生産され、主に地域の産業顧客に供給されます。

採用技術: プロジェクトの中核には、John Cockerill社製の加圧アルカリ電解技術が採
用されます。この技術は、確立された信頼性と、大規模な水素生産における経済効率
の高さで知られており、安定した運用が期待されます。

供給先: 生産されるグリーン水素は、地域の化学工場や製鉄所など、脱炭素化を必要
とするエネルギー集約型産業に供給され、これらの企業が排出量削減目標を達成する
上で重要な役割を果たします。



影響と展望：地域経済と欧州のエネルギー転換

Djewelsプロジェクトは、オランダ北部の産業地帯における脱炭素化を大きく前進させ
るだけでなく、欧州全体のグリーン水素エコシステムの発展にも貢献します。このプロ
ジェクトの成功は、大規模なグリーン水素製造施設の建設と運用に関する貴重な知見を
提供し、将来的な同様のプロジェクトの展開を促進するモデルケースとなるでしょう。
さらに、地域経済への直接的な投資と雇用創出を通じて、持続可能な産業発展を支援
し、オランダのエネルギー転換戦略における重要なマイルストーンを築きます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



国際的なクリーンエネルギー移行に貢献する革新的水素技
術プロジェクトの募集開始

概要

IEA水素技術協力プログラム（TCP）とクリーンエネルギー閣僚会議水素イニシアチブ
（CEM-H2I）は、国際的なクリーンエネルギー移行に貢献する革新的な水素技術プロ
ジェクトを対象とした国際賞の応募を開始しました。2026年版のテーマは「供給から

需要へ：水素ソリューションの推進」で、第17回クリーンエネルギー閣僚会議
（CEM17）で正式に発表されます。このイニシアチブは、水素応用の革新を促進し、
受賞した取り組みを世界的に紹介するためのプラットフォームを提供します。

公開日 2026年05月22日  EU Funding Portal  国際



詳細

背景：水素技術革新の加速と国際協力の必要性

水素は、温室効果ガス排出量の大幅な削減と、世界のエネルギーシステムの脱炭素化を
実現するための重要な要素と広く認識されています。このポテンシャルを最大限に引き
出すためには、水素の生産、貯蔵、輸送、および利用に関する革新的な技術開発と、そ
の実用化を加速させるための国際的な協力が不可欠です。政策立案者、研究機関、産業
界が連携し、技術的ブレークスルーを奨励する枠組みが求められています。

革新的な水素技術プロジェクトへの国際賞の募集開始

このような背景のもと、国際エネルギー機関（ IEA）の水素技術協力プログラム
（Hydrogen TCP）と、クリーンエネルギー閣僚会議水素イニシアチブ（CEM-H2I）
は、共同で革新的な水素技術プロジェクトを表彰する国際賞の応募受付を開始しまし
た。この賞は、水素エコシステムの発展に顕著な貢献をしたプロジェクトを評価し、そ
の成果を広く共有することを目的としています。

テーマ設定: 2026年版のテーマは「供給から需要へ：水素ソリューションの推進
(Supply to Demand: Accelerating Hydrogen Solutions)」とされており、これは水素経
済が初期の技術開発段階から、具体的な市場創出と大規模展開のフェーズへと移行し
ている現状を反映しています。生産技術だけでなく、需要側での革新的な利用事例が
特に重視されます。

発表の場: 受賞プロジェクトは、世界各国のエネルギー大臣が集う権威あるイベント
である第17回クリーンエネルギー閣僚会議（CEM17）において、公式に発表され表
彰されます。これにより、受賞プロジェクトは国際的な注目を浴び、さらなる協力や
投資機会を引き出すことが期待されます。

イニシアチブの目的: 本イニシアチブは、水素関連技術のさらなる革新を促すととも
に、成功事例を強調することで、他のステークホルダーが水素ソリューションの開発
と導入に参画するインセンティブを提供します。



影響と展望：グローバルなエネルギー転換への貢献

この国際賞は、水素技術分野におけるグローバルな協力とイノベーションを促進する上
で重要な役割を果たすでしょう。優れたプロジェクトを国際的に認知し、その知見を共
有することで、水素技術の商業化と大規模展開が加速されます。これは、特に、コスト
削減、効率向上、インフラ整備といった課題解決に貢献し、世界のクリーンエネルギー
転換に向けた具体的な進展を促すものです。受賞プロジェクトは、各国政府の政策策定
や産業界の投資判断にも影響を与え、持続可能な社会の実現に向けた水素の役割をさら
に確固たるものにすると期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#07 水素協議会、政府に対し水素インフラと生産への行動
を要請

概要

世界水素サミットにおいて、水素協議会は「レジリエントな世界のための水素」と題
したCEO主導の行動喚起を発表しました。主要な企業のCEOたちは、政府の保証や有
意義な契約がなければ、グリーン水素の生産コストが高すぎて必要な投資を呼び込め

ないと明確に表明しています。彼らは、政府がグリーン水素とブルー水素に関する終
わりのない議論を脇に置き、物理的なインフラを構築するために迅速に動員すべきで
あると主張しています。

公開日 2026年05月28日  Hydrogen Council  国際



詳細

背景：水素経済実現への障壁

水素エネルギーは、世界の脱炭素化とエネルギー安全保障の強化に不可欠なソリューシ
ョンとして広く認識されています。しかし、そのポテンシャルを最大限に引き出すため
には、大規模なインフラ整備と生産能力の拡大が必要であり、これには莫大な初期投資
が伴います。現状では、政府の政策支援や市場メカニズムが十分に確立されておらず、
多くのグリーン水素プロジェクトが最終投資決定（FID）に至る上で障壁に直面してい
ます。特に、長期的なオフテイク契約（購入保証）の不足は、投資家にとって大きなリ
スク要因となっています。

水素協議会CEOによる行動喚起

2026年の世界水素サミットにおいて、世界をリードするエネルギー企業、産業企業、自
動車メーカーのCEOらが集う水素協議会は、「レジリエントな世界のための水素」と題
した強力な行動喚起を発表しました。この行動喚起は、政府に対して、水素経済の実現
に向けたより断固たる、かつ具体的な行動を求めるものです。

コストと投資の課題: CEOたちは、グリーン水素の生産コストが現在の市場状況では
依然として高すぎると指摘しています。この高コストは、政府による明確な保証や長
期的な有意義な契約なしには、民間からの必要な投資を呼び込むことが困難であると
いう共通認識を示しています。

政策論争の停止要請: また、CEOたちは、グリーン水素とブルー水素（CO2回収・貯
留を伴う天然ガス由来水素）のどちらを優先すべきかという「終わりのない議論」
が、実際のインフラ構築を遅らせていると批判しました。彼らは、政府がこのイデオ
ロギー的な議論から脱却し、即座に物理的な水素インフラ（生産、輸送、貯蔵設備）
の構築に注力すべきであると強く主張しています。

具体的な要請事項: 行動喚起には、炭素価格設定メカニズムの確立、水素認証制度の
導入、パイロットプロジェクトへの資金支援、そして規制の簡素化といった具体的な
政策措置が含まれています。



影響と展望：政策決定者への圧力と市場の方向性

このCEO主導の行動喚起は、政策決定者に対し、水素経済の実現に向けたタイムリーか
つ実用的な政策介入を求める強いメッセージとなります。政府が、市場の不確実性を軽
減し、大規模投資を誘引するための明確なシグナルを送ることができれば、水素プロジ
ェクトの加速が期待されます。逆に、政策の遅れや不確実性が続けば、グローバルな脱
炭素目標達成への道のりはさらに困難になるでしょう。この行動喚起は、水素産業が、
単なる技術開発段階から、具体的な商業的展開と政策支援を求める段階へと移行してい
ることを明確に示しています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#08 米国エネルギー省 HydroGENコンソーシアム、高度
水分解材料研究を加速

概要

HydroGENは、米国エネルギー省（DOE）が主導する5つの国立研究所によるコンソー
シアムであり、水素生産のための高度な水分解技術の研究、開発、展開を加速するこ
とを目的としています。このコンソーシアムは、光電気化学、太陽熱化学、低温およ

び高温電解水分解における材料の課題に焦点を当てています。学術界、産業界、他の
国立研究所に対し、これらの分野で独自の、世界クラスの国立研究所の能力を提供
し、技術革新を推進しています。

公開日 2026年05月22日  U.S. Department of Energy  アメリカ



詳細

背景：クリーン水素生産における材料科学の重要性

クリーン水素の効率的かつ低コストな生産は、世界のエネルギー転換を実現するための
鍵となります。現在、水分解技術、特に電気分解、光電気化学（PEC）、太陽熱化学
（STCH）などは、そのポテンシャルが認識されつつも、コスト、耐久性、効率性とい
った面で依然として材料科学的なブレークスルーが求められています。高性能な触媒、
電極、膜材料の開発は、これらの技術の商業的実現性を大きく左右します。

HydroGENコンソーシアムの役割と目標

米国エネルギー省（DOE）が設立したHydroGENは、水素生産技術におけるこれらの材
料科学的課題に対処するために創設された5つの国立研究所からなるコンソーシアムで
す。HydroGENは、最先端の研究設備と専門知識を結集し、水分解プロセスの基礎科学
と工学の両面からアプローチすることで、技術のボトルネックを解消し、次世代の水素
生産システムを開発することを目指しています。

研究対象技術: HydroGENの活動は、主に以下の3つの主要な水分解技術に焦点を当て
ています。

光電気化学 (Photoelectrochemical, PEC): 太陽光を直接利用して水を水素と酸素
に分解する技術。効率的な半導体材料や触媒の開発が重要です。

太陽熱化学 (Solar Thermochemical, STCH): 太陽熱を用いて水の高温分解や酸化
還元サイクルを利用し水素を生成する技術。高温安定性と反応性の高い材料が不
可欠です。

低温および高温電解水分解 (Low- and High-Temperature Electrolysis): 既存の電
気分解技術のさらなる効率化と耐久性向上を目指し、PEM電解槽や固体酸化物形
電解槽（SOEC）などの電解槽における材料革新を進めます。

協力体制: コンソーシアムは、学術界、産業界、および他の国立研究所との協力を積
極的に推進しています。これにより、研究成果の迅速な商業化と、幅広い分野での水
素技術の採用を促進します。DOEの各研究所が持つ独自の、世界クラスの専門知識と
設備が、外部パートナーに提供され、共同研究プロジェクトや技術開発が加速されま
す。



影響と展望：水素経済の加速と国際競争力

HydroGENコンソーシアムの研究活動は、クリーン水素の生産コストを大幅に削減し、
その大規模な展開を可能にすることで、米国および世界のエネルギーシステムに大きな
影響を与えます。材料科学におけるブレークスルーは、電解槽の寿命延長、効率向上、
および希少金属の使用量削減につながり、水素経済の経済性を劇的に改善します。これ
により、米国は水素技術分野における国際的な競争力を強化し、グローバルな脱炭素化
の取り組みにおいてリーダーシップを発揮することが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#09 MAX Power、天然水素発見とMAXX LEMIプラットフ
ォームを日本で世界発表

概要

カナダのMAX Power社は、日本で開催された主要なイベントで、ローソン天然水素の
画期的な発見と、AIを活用した探査プラットフォーム「MAXX LEMI」を世界に向けて
紹介しました。これは、AIインフラの需要増加、産業成長、エネルギー安全保障とい

った世界的なニーズに対応する上で、天然水素が新たな主要エネルギー源として急速
に台頭していることを示しています。同社はすでにカナダで初の検証済み地下天然水
素システムを開発しており、探査技術の革新を進めています。

公開日 2026年05月28日  Pacific Group  カナダ



詳細

背景：天然水素への関心の高まりと探査技術の進化

世界的なエネルギー転換の動きが加速する中で、既存のグリーン水素製造（水電解）に
加え、地中から直接採取される天然水素（「ホワイト水素」とも呼ばれる）への関心が
高まっています。天然水素は、CO2排出なしで直接利用可能である可能性を秘め、従来
の化石燃料に代わる安価でクリーンなエネルギー源として期待されています。しかし、
その探査と評価には高度な地質学および地球物理学的な技術が不可欠であり、AIの活用
が新たなブレークスルーをもたらしています。

MAX Powerによる天然水素の発見とAI探査プラットフォームの発表

カナダを拠点とするMAX Power社は、日本で開催された主要なエネルギー関連イベント
において、彼らが発見した「ローソン天然水素」と、その探査に用いられる先進的なAI

駆動型プラットフォーム「MAXX LEMI」をグローバルに発表しました。この発表は、天
然水素が世界のエネルギーミックスにおいて重要な役割を果たす可能性を強調するもの
です。

ローソン天然水素の発見: MAX Powerは、カナダにおいて検証済みの地下天然水素シ
ステムを開発しており、これは世界で初めて商業的規模での利用可能性を示唆してい
ます。天然水素の存在が確認され、その貯留メカニズムや流動特性に関する理解が深
まることで、今後の探査活動が加速されると期待されます。

MAXX LEMIプラットフォーム: 「MAXX LEMI」は、AI（人工知能）と機械学習アル
ゴリズムを駆使して、天然水素の埋蔵ポテンシャルが高い地域を特定する探査プラッ
トフォームです。従来の探査手法に比べ、より迅速かつ正確に有望なサイトを特定で
きるため、探査コストとリスクを大幅に削減できます。この技術は、地質データ、地
球物理データ、およびリモートセンシングデータなどを統合・解析することで、水素
の生成源、移動経路、貯留岩の特徴をモデル化します。

影響と展望：エネルギー安全保障とAIインフラへの貢献

天然水素の商業的探査と開発は、世界のエネルギー安全保障の強化に大きく貢献する可
能性があります。特に、ロシア・ウクライナ戦争以降、各国はエネルギー供給の多様化
と国内資源の活用を強く意識しています。天然水素は、特定の国や地域が独自のエネル
ギー資源を確保し、輸入依存度を低減する手段となり得ます。



さらに、AIインフラの急速な需要増加と、それに関連する産業成長は、安定したクリー
ンエネルギー供給を必要とします。MAXX LEMIのようなAI駆動型探査プラットフォーム
は、この需要に応える形で天然水素の供給を拡大し、世界の脱炭素化と経済発展の両方
に寄与する技術として注目されています。この技術の進展は、天然水素が世界のエネル
ギー供給の新たなフロンティアとなる道を開く可能性を秘めています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#10 米国エネルギー省CLIMRプロジェクト、2025会計年
度に先進エネルギー技術の商業化を推進

概要

米国エネルギー省（DOE）は、2025会計年度のCLIMR（Commercializing Energy

Technologies）プロジェクトを発表しました。これらのプロジェクトは、既存の製造
能力とサプライチェーンを最大限に活用することで、有害排出量を迅速かつ劇的に削

減する可能性を秘めています。主な取り組みには、カミンズ社との提携による高効率
ディーゼルエンジン用「ナノeXtreme温度鋼」の開発や、高性能全固体電池開発に不
可欠な「ナノサイズ高導電性硫化物固体電解質」の国内製造準備の推進などが含まれ

ます。

公開日 2026年05月22日  U.S. Department of Energy  アメリカ



詳細

背景：エネルギー技術商業化の加速と排出削減の必要性

米国は、気候変動対策とエネルギー安全保障の強化のため、先進的なエネルギー技術の
研究開発に多大な投資を行っています。しかし、研究室レベルの成果を実際の市場に導
入し、大規模な排出量削減に結びつけるためには、技術の商業化プロセスを加速させる
必要があります。特に、製造能力とサプライチェーンの効率的な活用は、新技術が社会
に浸透するための重要な要素となります。CLIMRプロジェクトは、このギャップを埋め
ることを目的としています。

2025会計年度CLIMRプロジェクトの概要

米国エネルギー省（DOE）は、2025会計年度において、商業化を目指す複数のCLIMRプ
ロジェクトを発表しました。これらのプロジェクトは、すでに実証済みの基盤技術を産
業規模に拡大し、実用化することで、迅速かつ大規模な環境影響をもたらすことを目指
しています。

高効率ディーゼルエンジン用材料開発: カミンズ社（Cummins Inc.）との提携によ
り、高効率ディーゼルエンジン向けの「ナノeXtreme温度鋼」の開発が進められま
す。この新型鋼材は、エンジン部品の耐熱性と耐久性を向上させることで、燃焼効率
を高め、排出量を削減する効果が期待されます。ディーゼルエンジンは、特に重輸送
部門で依然として広く利用されているため、この技術は短期的な排出削減に大きく貢
献する可能性があります。

全固体電池向け固体電解質の国内製造: 次世代の高性能バッテリー技術として注目さ
れる全固体電池は、電気自動車（EV）や定置型エネルギー貯蔵システムにおいて革
新をもたらす可能性を秘めています。CLIMRプロジェクトの一環として、高性能全固
体電池開発に不可欠な「ナノサイズ高導電性硫化物固体電解質」の国内製造体制の準
備が推進されます。これにより、サプライチェーンの強靭化と、米国における先進バ
ッテリー技術の競争力強化が図られます。

排出削減への貢献: これらのプロジェクトは、既存の産業インフラと連携しながら、
エネルギー利用効率の向上とクリーン技術の導入を加速させることで、温室効果ガス
および有害排出物の削減に直接的に貢献します。



影響と展望：米国の技術リーダーシップと経済活性化

CLIMRプロジェクトは、米国の技術革新を実際の経済的価値と環境的利益に転換するた
めの重要なメカニズムです。これらのプロジェクトの成功は、米国がクリーンエネルギ
ー技術分野でのリーダーシップを維持し、新たな産業と雇用を創出する上で不可欠で
す。また、サプライチェーンの国内化と強化は、将来の技術開発におけるリスクを低減
し、米国の経済安全保障を高めることにも寄与します。DOEは、これらの商業化努力を
通じて、エネルギー転換を加速し、持続可能な未来の基盤を築くことを目指していま
す。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#11 科学者ら、ヘンプ由来のバイオリファイナリーでグリ
ーン水素、バイオエネルギー、治療用カンナビノイドを生
産する新構想を提案

概要

研究者らは、産業用ヘンプを単一の栽培サイクルからグリーン水素、バイオエネルギ

ー製品、および高価値の治療用カンナビノイドを生産できる多目的作物に変革する新
しいコンセプトを発表しました。アウグスタ大学のBabak Baban博士とLei P. Wang博
士が、彼らのバイオテクノロジースタートアップであるMedicinal Cannabis of Georgia

LLCを通じてこのバイオ精製モデルを開発しました。このモデルは、クリーンエネルギ
ー生成と医薬品生産を組み合わせ、作物のすべての部分が利用されることを保証する
ことを目的としています。

公開日 2026年05月22日  BioEnergy Times  アメリカ



詳細

背景：持続可能な資源利用と多角的な価値創出の模索

世界のエネルギー需要が高まり、同時に気候変動対策が喫緊の課題となる中で、再生可
能で持続可能な資源からのクリーンエネルギー生産が強く求められています。特に、食
料生産と競合しない非食料作物からのバイオエネルギー生産は、その環境負荷の低さと
カーボンニュートラル性から注目されています。さらに、これらの作物からエネルギー
だけでなく、高付加価値な化学物質や医薬品成分を抽出することで、農業資源の利用効
率を最大化し、多角的な価値を創出する「バイオリファイナリー」の概念が進化してい
ます。

ヘンプベースのバイオリファイナリー構想

アウグスタ大学のBabak Baban博士とLei P. Wang博士は、彼らのバイオテクノロジース
タートアップであるMedicinal Cannabis of Georgia LLCを通じて、産業用ヘンプを基盤
とした革新的なバイオリファイナリーモデルを提案しました。この構想は、単一のヘン
プ栽培サイクルから、以下の複数の高価値製品を同時に生産することを目指していま
す。

グリーン水素: ヘンプのバイオマスをガス化またはその他の変換プロセスを通じて、
クリーンなグリーン水素を生成します。これは、輸送、発電、産業プロセスにおける
脱炭素燃料として利用可能です。

バイオエネルギー製品: 水素生成以外の残渣やヘンプの他の部分から、バイオディー
ゼル、バイオエタノール、固体バイオ燃料などのバイオエネルギー製品を生産しま
す。これにより、電力供給や暖房用途での化石燃料代替が期待されます。

治療用カンナビノイド: ヘンプに含まれるテトラヒドロカンナビノール（THC）以外
の非精神活性カンナビノイド（例: CBDなど）は、抗炎症作用、鎮痛作用、抗不安作
用などの治療効果が報告されており、医薬品や健康補助食品の原料として高価値で取
引されています。このバイオリファイナリーは、これらを効率的に抽出することも可
能にします。



技術的意義と環境・経済への影響

この提案されたモデルの技術的意義は、ヘンプという単一作物から多岐にわたる製品を
統合的に生産することで、資源の無駄をなくし、経済的採算性を高める点にあります。
通常、バイオエネルギー生産は収益性が低いとされますが、高価値のカンナビノイド生
産と組み合わせることで、全体のビジネスモデルが強化されます。

環境面では、ヘンプは成長が速く、炭素を効率的に固定する作物であるため、カーボン
ネガティブなバイオエネルギー源となる可能性があります。また、農地の有効活用、水
の消費量削減、土壌の健康改善といったメリットも期待されます。経済面では、新たな
産業創出、農家の収入源多様化、そして地域経済の活性化に貢献するでしょう。この構
想は、持続可能な農業、クリーンエネルギー、そして医療分野が連携する新たなビジネ
スモデルの可能性を示唆しています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#12 インド石油・天然ガス省長官、「グリーン水素はイン
ドのエネルギー需要増大に不可欠」

概要

インド石油・天然ガス省のパンカジ・ジャイン長官は、インドのエネルギー需要が急
速に増加していることを強調し、グリーン水素がよりクリーンで持続可能な燃料とし
て魅力的な選択肢になりつつあると述べました。インド政府は、2022年1月4日に承認

された国家グリーン水素ミッションの下で、これを積極的に推進しており、2040年ま
でに12.5 MMT（百万トン）、2050年までに25 MMTという莫大なグリーン水素需要を
予測しています。これは、同国のエネルギーミックスにおける水素の重要性を明確に

示しています。

公開日 2026年05月22日  Vizag Industrial Scan (VIS)  インド



詳細

背景：インドの急増するエネルギー需要と脱炭素化の課題

インドは、急速な経済成長と人口増加に伴い、世界でも有数のエネルギー消費国となっ
ています。しかし、現在のエネルギー供給の大部分は化石燃料に依存しており、これが
大気汚染と温室効果ガス排出の主要な要因となっています。持続可能な開発目標を達成
し、気候変動対策を推進するためには、エネルギー供給源の多様化とクリーンエネルギ
ーへの移行が喫緊の課題です。このような状況下で、グリーン水素が新たな解決策とし
て注目されています。

パンカジ・ジャイン長官の発言と国家グリーン水素ミッション

インド石油・天然ガス省のパンカジ・ジャイン長官は、最近の発表で、インドの巨大な
エネルギー需要が今後も急速に拡大し続けることを強調しました。その上で、グリーン
水素が、国内のエネルギー消費をよりクリーンで持続可能なものに変革するための「魅
力的なエネルギーオプション」であると明言しました。インド政府は、このビジョンを
具体化するため、「国家グリーン水素ミッション」を2022年1月4日に承認し、グリーン
水素の生産、利用、輸出を積極的に推進しています。

需要予測: 国家グリーン水素ミッションの下で、インドは驚くべき量のグリーン水素
需要を予測しています。具体的には、2040年までに年間12.5百万トン（MMT）、そ
して2050年までには年間25 MMTという目標が設定されています。この予測は、製
鉄、肥料、石油精製、重輸送といった脱炭素が困難な産業部門での需要増大を織り込
んだものです。

ミッションの目的: このミッションは、インドをグリーン水素のグローバルハブとし
て確立し、化石燃料輸入への依存度を低減し、エネルギー安全保障を強化することを
目指しています。また、新たな産業の創出と雇用の拡大も期待されています。

影響と展望：グローバルな水素経済への貢献

インドのような大規模経済がグリーン水素へのコミットメントを強化することは、グロ
ーバルな水素経済の発展に大きな影響を与えます。インドの莫大な需要は、グリーン水
素技術のイノベーションと生産コストの削減を加速させ、世界的なサプライチェーンの
構築を促進する可能性があります。この動きは、他の発展途上国がクリーンエネルギー
への移行を進める上でのモデルケースとなることも期待されます。



しかし、この野心的な目標を達成するためには、大規模な再生可能エネルギー容量の展
開、電解槽製造能力の拡大、水素インフラ（輸送・貯蔵）の整備、そして資金調達メカ
ニズムの確立が不可欠です。インドの取り組みは、世界のクリーンエネルギー転換にお
ける重要な試金石となるでしょう。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#13 インド初となる水素動力列車が承認、燃料電池技術で
鉄道の脱炭素化を推進

概要

インド初の水素動力列車が鉄道委員会から運行承認を受け、まもなく運行を開始する
予定です。インド鉄道は「水素forヘリテージ」プログラムの下、全国のヘリテージ路
線およびヒル路線に35本の水素動力列車を配備する構想を掲げています。この動き

は、国家グリーン水素ミッションの一環であり、2030年までに年間少なくとも5 MMT

（百万トン）のグリーン水素生産能力を目標とし、輸出市場の成長により年間10 MMT

に達する可能性も秘めています。

公開日 2026年05月27日  The Indian Express  インド



詳細

背景：インド鉄道の脱炭素化とエネルギー転換

インドの鉄道網は世界最大級であり、同国の経済活動と人々の移動を支える大動脈で
す。しかし、ディーゼル機関車に大きく依存している現状は、CO2排出量削減という国
家目標にとって大きな課題となっています。このため、インド鉄道は、環境負荷の低い
代替燃料への転換を模索しており、クリーンで持続可能なエネルギー源としての水素燃
料に注目が集まっています。水素動力列車の導入は、この広範な脱炭素化戦略における
重要なステップとなります。

インド初の水素動力列車の承認と配備計画

インド鉄道委員会は、インド初となる水素動力列車の運行を正式に承認しました。この
画期的な進展は、インドが鉄道部門の脱炭素化に向けた具体的な行動を開始したことを
意味します。この列車は、水素燃料電池技術を搭載し、水素と酸素の化学反応によって
電力を生成し、モーターを駆動します。

「水素forヘリテージ」プログラム: インド鉄道は、「水素forヘリテージ」プログラ
ムという野心的なイニシアチブの下、全国の歴史的なヘリテージ路線や景勝地のヒル
路線に、合計35本の水素動力列車を配備することを計画しています。これにより、
観光客へのアピールと同時に、環境に配慮した移動手段を提供します。

水素燃料電池技術: この技術は、排出ガスを一切出さず、排出されるのは水のみであ
るため、地域の空気品質改善にも貢献します。ディーゼル車に比べて静かで、振動も
少ないため、乗客の快適性向上も期待されます。

国家グリーン水素ミッションとの連携: この鉄道プロジェクトは、インドの広範な
「国家グリーン水素ミッション」と密接に連携しています。同ミッションは、2030

年までに年間少なくとも5百万トン（MMT）のグリーン水素生産能力の確立を目指し
ており、さらに輸出市場の成長によっては年間10 MMTに達する可能性も視野に入れ
ています。



影響と展望：持続可能な輸送システムへの貢献

インドにおける水素動力列車の導入は、鉄道部門の脱炭素化だけでなく、国内の水素エ
コシステム全体の発展を加速させる起爆剤となるでしょう。大規模な水素需要が創出さ
れることで、グリーン水素の生産拡大、貯蔵・輸送インフラの整備、および関連技術の
イノベーションが促進されます。これは、インドがクリーンエネルギー技術の世界的リ
ーダーとしての地位を確立し、持続可能な輸送システムへの移行をリードする上で重要
な意味を持ちます。長期的に見れば、この取り組みはインドのエネルギー安全保障を強
化し、他国へのモデルケースとなる可能性も秘めています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#14 インドのグリーン水素プロジェクト：資金調達、規
制、そして巨大な機会

概要

インドのグリーン水素セクターは、もはや未来の気候変動対策の野心として議論され
るだけでなく、国内で最も商業的に重要なインフラおよびエネルギー転換の機会の一
つになりつつあります。インドは、グリーン水素生産、輸出志向の水素インフラ、お

よび再生可能エネルギーを利用した産業製造の将来的なグローバルハブとしての地位
を確立しようとしています。この移行は、インフラ開発者、再生可能エネルギー企
業、政府系ファンド、機関投資家、貸し手、および多国籍産業グループに多大な機会

を創出しています。

公開日 2026年05月25日  King Stubb & Kasiva  インド



詳細

背景：インドのエネルギー転換とグリーン水素の戦略的重要性

インドは、経済成長と人口増加が続く中で、持続可能なエネルギー供給を確保し、同時
に気候変動対策を講じるという二重の課題に直面しています。この課題を解決するため
の主要な戦略の一つが、グリーン水素の導入と大規模な展開です。グリーン水素は、化
石燃料依存からの脱却、エネルギー安全保障の強化、そして産業の脱炭素化を可能にす
る変革的なポテンシャルを秘めています。

グリーン水素セクターの台頭と巨大な機会

King Stubb & Kasivaの分析によると、インドのグリーン水素セクターは、単なる概念的
な議論の段階を超え、国内で最も商業的に魅力的なインフラ投資およびエネルギー転換
の機会の一つへと急速に進化しています。この進化は、インド政府の強力な支援と、再
生可能エネルギー資源の豊富さによって推進されています。

グローバルハブとしての確立: インドは、グリーン水素の生産、国内外への輸出を支
えるインフラ整備、そして再生可能エネルギーを活用した産業製造（例：グリーンア
ンモニア、グリーン鉄鋼）における将来的なグローバルハブとなることを目指してい
ます。この戦略は、国内の需要に応えるだけでなく、世界の脱炭素化努力にも貢献す
るものです。

投資機会の多様性: この大規模な移行は、多様なステークホルダーに前例のない投資
機会を提供しています。具体的には、再生可能エネルギー発電所の開発者、水素生産
設備や輸送インフラを構築するインフラ開発者、政府系ファンド（SWF）、年金基金
などの機関投資家、商業銀行や開発金融機関といった貸し手、そして水素を利用する
多国籍産業グループなどが含まれます。

規制と政策の枠組み: インド政府は、国家グリーン水素ミッションの下、グリーン水
素産業の成長を促進するための規制枠組みとインセンティブ制度を確立しています。
これには、生産連動型インセンティブ（PLI）スキーム、土地確保の円滑化、電力ア
クセス、および輸出促進策などが含まれると予想されます。



影響と展望：持続可能な成長と経済的競争力

インドにおけるグリーン水素セクターの発展は、同国の持続可能な経済成長を強力に後
押しするだけでなく、世界のエネルギー市場における競争力を高めるでしょう。大規模
なプロジェクトの実現は、技術革新を加速させ、コストを削減し、サプライチェーン全
体にわたる雇用を創出します。これにより、インドは新たなグリーン産業の創出を通じ
て、長期的な繁栄と環境目標の達成を両立させる道を歩むことができます。

しかし、この野心的な目標を達成するためには、安定した政策環境の維持、確実な資金
調達、そして高度な技術とインフラ構築能力を持つ人材の育成が不可欠です。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#15 インドのグリーンエネルギー企業トップ10（2026
年）：水素生産を主導

概要

2026年、インドの新世代企業がグリーン水素生産の規模拡大を主導しており、ギガワ
ット級の再生可能エネルギー能力を構築し、国内で電解槽を製造し、水素を大規模な
クリーンエネルギーエコシステムに統合しています。インド政府は国家グリーン水素

ミッションの下、2030年までに年間500万トンのグリーン水素生産を目標とし、関連
する125GWの再生可能エネルギー容量の開発を目指しています。これにより、インド
はグリーン水素の世界的リーダーとしての地位を確立しようとしています。

公開日 2026年05月25日  Avaada Group  インド



詳細

背景：インドのエネルギー転換と国家戦略

インドは、経済成長と人口増加に伴い、エネルギー需要が世界的に増大しています。こ
の需要を満たしつつ、気候変動対策とエネルギー安全保障を確保するため、同国は再生
可能エネルギーとグリーン水素への大規模な投資を進めています。特に、政府の「国家
グリーン水素ミッション」は、インドをグリーン水素のグローバルリーダーへと押し上
げるための包括的な戦略的枠組みを提供しています。

グリーン水素生産を牽引するインド企業

2026年現在、インドの新世代のエネルギー企業が、国家戦略と連携し、グリーン水素生
産能力の大規模な拡大を主導しています。これらの企業は、単に水素を生産するだけで
なく、より広範なクリーンエネルギーエコシステムの一部として統合することを目指し
ています。

ギガワット級再生可能エネルギー容量の構築: これらの企業は、グリーン水素製造に
必要な電力を供給するため、太陽光発電や風力発電といったギガワット級の再生可能
エネルギー発電所の開発に投資しています。安定した安価な再生可能電力は、グリー
ン水素のコスト競争力を確保する上で不可欠です。

国内電解槽製造の推進: サプライチェーンの強靭化と国内付加価値の創出のため、多
くの企業が電解槽の国内製造を推進しています。これにより、輸入依存度を低減し、
技術的自立を達成することを目指しています。

水素のクリーンエネルギーエコシステムへの統合: 生産されたグリーン水素は、単一
用途に留まらず、製鉄、肥料、輸送、電力貯蔵など、様々な産業部門での利用が計画
されています。これにより、総合的な脱炭素化ソリューションが提供されます。

国家グリーン水素ミッションと目標

インド政府の国家グリーン水素ミッションは、野心的な目標を掲げています。2030年ま
でに、年間500万トン（MMT）のグリーン水素生産能力を確立することを目指してお
り、これを支えるために約125ギガワット（GW）の再生可能エネルギー容量の開発が計
画されています。これは、約8兆ルピー（約10兆円超）の投資を呼び込み、60万人の雇
用を創出すると予測されています。



影響と展望：グローバルなリーダーシップへの道

これらのインド企業と政府の取り組みは、インドがグリーン水素分野で世界的なリーダ
ーシップを確立する上で極めて重要です。国内の需要を満たすだけでなく、アジアや欧
州市場への輸出を通じて、グローバルな脱炭素化努力に貢献する可能性があります。技
術革新、規模の経済、そして政府の強力な支援が一体となることで、インドは持続可能
な未来に向けたエネルギー転換の主要なプレーヤーとなるでしょう。しかし、この目標
達成には、大規模な資金調達、インフラ整備、技術協力、および熟練した労働力の確保
が引き続き課題となります。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#16 米国エネルギー省、水素燃料電池技術コンソーシアム
を通じて研究開発を調整

概要

米国エネルギー省（DOE）は、国内研究所主導の水素および燃料電池技術コンソーシ
アムを通じて、研究開発活動を調整し、大学や産業界のリソースとして機能していま
す。これらのコンソーシアムは、多岐にわたる技術的課題に対処しており、例えば、

白金族金属を含まない触媒の開発を加速するElectroCatや、大規模で手頃な電解槽を実
現するH2NEW、水素材料の適合性に取り組むH-Matなどが含まれます。また、天然ガ
スパイプラインへの水素混合の技術的障壁に対処するHyBlendや、先進的な水分解材

料に焦点を当てるHydroGEN、車載水素貯蔵材料開発の科学的課題に取り組む
HyMARC、燃料電池トラックの耐久性、性能、コスト改善に焦点を当てるM2FCTも活
動しています。

公開日 2026年05月22日  U.S. Department of Energy  アメリカ



詳細

背景：水素・燃料電池技術の進化と複合的課題

水素と燃料電池技術は、輸送、電力供給、産業プロセスにおける脱炭素化の実現に向け
た中核的なソリューションとして位置づけられています。しかし、これらの技術が広範
に普及するためには、コスト、効率、耐久性、安全性といった複合的な課題を克服する
必要があります。これには、材料科学、システム工学、インフラ開発など、多岐にわた
る分野での継続的な研究開発とイノベーションが不可欠です。

米国エネルギー省によるコンソーシアム戦略

米国エネルギー省（DOE）は、これらの複雑な課題に対処し、水素および燃料電池技術
のR&Dを加速させるため、国内の国立研究所を中核とした複数の専門コンソーシアムを
立ち上げ、研究活動を戦略的に調整しています。これらのコンソーシアムは、大学や産
業界との連携を強化し、それぞれの強みを結集することで、ブレークスルーを生み出す
ことを目指しています。

ElectroCat: 白金族金属（PGM）を含まない触媒の開発を加速することに焦点を当て
ています。PGMは高価であり、供給リスクも存在するため、代替触媒の開発は燃料
電池コストを大幅に削減する鍵となります。

H2NEW: 大規模で手頃な価格の電解槽の実現を目指しています。グリーン水素生産
のコスト削減と規模拡大のために、次世代電解槽技術の開発を推進します。

H-Mat: 水素材料の適合性、特に水素脆化や材料劣化といった課題に取り組んでいま
す。水素の安全な貯蔵と輸送には、耐水素特性に優れた材料が不可欠です。

HyBlend: 天然ガスパイプラインへの水素混合に関する技術的障壁に対処していま
す。既存のインフラを活用し、水素の輸送コストを削減する可能性を探ります。

HydroGEN: 高度な水分解材料に焦点を当て、水電解効率の向上とコスト削減のため
の新材料開発を進めます。

HyMARC: 車載水素貯蔵材料開発の科学的課題に取り組んでいます。高密度で安全か
つ安価な水素貯蔵ソリューションは、燃料電池車の航続距離と普及に直結します。

M2FCT: 燃料電池トラックの耐久性、性能、コスト改善に焦点を当てています。重輸
送部門の脱炭素化において、燃料電池トラックの実用化は極めて重要です。



影響と展望：米国の技術革新とエネルギー安全保障

これらのDOE主導コンソーシアムの活動は、米国が水素技術分野におけるグローバルリ
ーダーシップを維持し、クリーンエネルギー経済への移行を加速させる上で不可欠で
す。各コンソーシアムの研究成果は、水素生産、貯蔵、輸送、利用の各段階におけるコ
ストと性能の課題を克服し、市場への導入を促進します。これにより、エネルギー安全
保障が強化され、経済成長が促進されるとともに、温室効果ガス排出量の削減に大きく
貢献することが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#17 中国・Gongqing New EnergyとFAW Jiefang、水素
燃料電池大型トラックで戦略的提携を締結

概要

2026年5月、中国のGongqing (Shanghai) New Energy Co., Ltd. と中国第一汽車（FAW）
の商用車部門であるFAW Jiefangは、水素燃料電池大型トラックの共同開発に関する戦
略的協力協定を正式に締結しました。この提携は、水素エネルギー大型トラックの大

規模な商用展開に焦点を当てており、今後2年以内に累計1,000台の水素エネルギー大
型トラックを展開・運用する計画です。最初の200台の49トン級水素エネルギー大型
トラックは、揚子江デルタや内モンゴルなどの主要な物流幹線ルートに主に配備され

る予定です。

公開日 2026年05月26日  Shanghai Metals Market  中国



詳細

背景：中国のゼロカーボン物流へのコミットメント

中国は、2060年までのカーボンニュートラル目標達成に向けて、産業部門、特に輸送部
門の脱炭素化を加速しています。その中でも、温室効果ガス排出量の多い大型トラック
輸送は、ディーゼル燃料からの脱却が喫緊の課題となっています。水素燃料電池技術
は、長距離・高負荷輸送が可能な大型トラックにとって、ゼロエミッションを実現する
ための最も有望なソリューションの一つとして注目されており、中国政府もその開発と
普及を強力に後押ししています。

Gongqing New EnergyとFAW Jiefangの戦略的協力

2026年5月、水素エネルギーソリューションプロバイダーであるGongqing (Shanghai)

New Energy Co., Ltd. と、中国最大の商用車メーカーの一つであるFAW Jiefang（中国第
一汽車解放）は、水素燃料電池大型トラックの共同開発と商用展開に関する戦略的協力
協定を締結しました。この提携は、中国のゼロカーボン物流トラック市場における主導
的な地位を確立することを目指すものです。

共同開発の焦点: 両社は、水素燃料電池システムの最適化、車両プラットフォームの
適合、および水素供給インフラとの統合に焦点を当て、高性能かつ信頼性の高い水素
燃料電池大型トラックを開発します。

大規模展開計画: この協力の最も野心的な目標は、今後2年以内に合計1,000台の水素
エネルギー大型トラックを展開し、運用することです。これは、単なるパイロットプ
ロジェクトではなく、市場への本格的な導入を意図しています。

初期配備ルート: 最初の200台の49トン級水素エネルギー大型トラックは、経済的に
重要な揚子江デルタ地域や、資源輸送が盛んな内モンゴル地域などの主要な物流幹線
ルートに主に配備される予定です。これらのルートは、水素供給インフラの整備が比
較的進んでいるか、あるいは集中的な整備計画が進行中の地域です。

影響と展望：中国の水素輸送革命とグローバル市場への波及

Gongqing New EnergyとFAW Jiefangのこの提携は、中国における水素燃料電池大型ト
ラックの商業化を大きく加速させるでしょう。1,000台規模の展開は、燃料電池システ
ムの信頼性、耐久性、経済性を実証し、さらに大規模な導入への道を開きます。これに
より、中国の物流業界は大幅なCO2排出量削減を達成し、同時にエネルギー安全保障の
強化にも貢献します。



また、中国市場における成功は、世界の他の地域における重輸送部門の脱炭素化モデル
にも影響を与える可能性があります。特に、燃料電池技術のコスト削減と性能向上は、
グローバルな水素産業の発展全体に良い影響を与えることが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#18 日本と韓国、政府支援と水素インフラ拡大で商用車変
革を加速

概要

日本と韓国では、政府補助金と水素インフラの急速な拡大が、次世代の商用車変革を
促進しています。日本ではトヨタが2025年に第3世代燃料電池システムを発売し、
TOKYO H2プロジェクトを通じて大型トラックに展開しています。ホンダは五十鈴と提

携し、商用展開を加速しています。韓国は2025年に1,963億韓国ウォンを投資し、累計
450以上の水素ステーションを2026年までに目指しています。

公開日 2026年05月25日  Frost & Sullivan  日本, 韓国



詳細

背景：アジアにおける商用車脱炭素化の喫緊の課題

アジアの主要経済国である日本と韓国は、それぞれの国家目標と国際的な気候変動対策
へのコミットメントに基づき、輸送部門、特に排出量の多い商用車セクターの脱炭素化
を加速しています。長距離輸送や重負荷用途のトラック、バス、特殊車両などにおい
て、バッテリーEVでは難しい航続距離や積載量の課題を解決する手段として、水素燃料
電池車（FCEV）が戦略的に重視されています。政府による強力な政策支援とインフラ整
備が、この変革の主要な推進力となっています。

日本における商用車水素化の進展

日本は、古くから水素エネルギー技術の研究開発に力を入れており、その成果が商用車
分野で具体化しつつあります。

トヨタの技術革新: トヨタ自動車は、乗用車向けで培った燃料電池技術を商用車に応
用しており、2025年には第3世代の燃料電池システムを市場に投入する予定です。こ
の新システムは、さらなる高効率化、小型化、コスト削減を実現し、商用車の運用コ
スト低減に貢献します。

TOKYO H2プロジェクト: トヨタは、TOKYO H2プロジェクトといった具体的なイニ
シアチブを通じて、大型トラックへの燃料電池システムの展開を推進しています。こ
れは、都市部の物流や長距離幹線輸送におけるCO2排出量削減を目指すものです。

ホンダと五十鈴の提携: ホンダは、商用車大手である五十鈴自動車と提携し、燃料電
池トラックの共同開発と商用展開を加速しています。両社の専門知識を組み合わせる
ことで、実用性と信頼性の高い車両の開発が期待されます。

韓国における水素エコシステムの強化

韓国もまた、政府主導で水素経済への移行を強力に推進しており、商用車はその中核を
なす分野です。

大規模な投資: 韓国政府は、2025年に1,963億韓国ウォン（約200億円超）という大規
模な投資を計画しており、これは水素インフラの整備とFCEVの導入促進に充てられ
ます。



水素ステーションの目標: 2026年までに、全国で累計450ヶ所以上の水素ステーショ
ンを設置するという野心的な目標を掲げています。これは、FCEVの運用に必要な燃
料供給網を確保し、ユーザーの利便性を向上させるための重要なステップです。

現代自動車の役割: 現代自動車グループは、水素燃料電池技術の世界的なリーダーで
あり、燃料電池トラックやバスの量産と普及に貢献しています。

影響と展望：アジアの輸送部門の未来

日本と韓国におけるこれらの取り組みは、アジア地域全体の商用車輸送部門の脱炭素化
を加速させる強力なモデルとなるでしょう。政府の明確な政策支援、戦略的な補助金、
そして水素供給インフラへの積極的な投資は、民間企業が大胆な技術革新と市場投入を
行うための安定した基盤を提供します。これにより、両国はクリーンな輸送ソリューシ
ョンの技術リーダーとしての地位を確立し、グローバルな環境目標達成に大きく貢献す
ることが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#19 セルセントリック、重量用途向け燃料電池システム
「BZA375」を発表

概要

セルセントリックは、重量用途向けの新しい燃料電池システム「BZA375」を発表しま
した。この強力な単一システムは、長距離トラックだけでなく、大規模なゼロエミッ
ション性能が求められるあらゆる重量用途向けに設計されています。BZA375は、完全

に積載された40トンのトラックで、実走行条件下での予想燃料消費量が100キロメー
トルあたり6kg未満の水素であり、1,000キロメートルを超える航続距離、ディーゼル
車に匹敵する給油時間、そして25,000時間という優れた耐久性を実現します。

公開日 2026年05月22日  cellcentric  ドイツ



詳細

背景：重量輸送の脱炭素化への課題

世界の輸送部門において、特に大型トラックや特殊車両といった重量用途は、そのエネ
ルギー需要と排出量から脱炭素化が最も困難な分野の一つとされています。バッテリー
EV技術では、航続距離、積載量、充電時間、バッテリー重量の課題があり、長距離・高
負荷の運用には限界があります。このため、水素燃料電池技術が、これらの課題を克服
し、ゼロエミッションを実現するための有望なソリューションとして注目されていま
す。

セルセントリックによる新型燃料電池システム「BZA375」の発表

ダイムラー・トラックとボルボ・グループの合弁会社であるセルセントリックは、重量
用途に特化した次世代燃料電池システム「BZA375」を発表しました。このシステム
は、長距離トラック輸送の厳格な要件を満たすよう設計されており、持続可能なモビリ
ティの実現に向けた重要な一歩となります。

高性能な単一システム: BZA375は、強力な単一の燃料電池スタックとして開発されて
おり、複数のユニットを組み合わせることなく、必要な出力を提供します。これによ
り、車両設計の簡素化とスペース効率の向上が図られます。

ターゲット用途: 主なターゲットは、長距離を走行する大型トラックですが、建設機
械、鉱山車両、港湾機械など、大規模な電力と長時間の連続運転を必要とする他の重
量用途にも適用可能です。これらの分野では、内燃機関からの転換が環境負荷低減に
大きく貢献します。

主要性能指標:

燃料消費量: 完全に積載された40トン級のトラックで、実走行条件下において、
100キロメートルあたり6kg未満の水素消費量という効率性を実現する見込みで
す。これは、運用コストの低減に直結します。

航続距離: 1,000キロメートルを超える長距離航続距離を可能にし、長距離輸送に
おける燃料補給の頻度を最小限に抑えます。

給油時間: ディーゼル車に匹敵する迅速な給油時間を実現し、運行効率を維持しま
す。

耐久性: 25,000時間という優れた耐用年数を持ち、厳しい商用環境での長期運用に
耐えうる堅牢性を備えています。



影響と展望：重量輸送の脱炭素化への道筋

セルセントリックのBZA375は、重量輸送部門における水素燃料電池技術の商業的実現
性を大きく前進させます。このシステムの導入は、フリートオペレーターに対し、ディ
ーゼル車からの移行を経済的かつ運用的に魅力的な選択肢として提供し、CO2排出量の
大幅な削減に貢献します。また、長距離走行と迅速な給油能力は、水素インフラの整備
とFCEVの普及を加速させる上で重要な要素となるでしょう。BZA375は、グローバルな
脱炭素目標達成に向けた重輸送分野の変革を牽引する技術として注目されています。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#20 米国エネルギー省、インフレ削減法（IRA）に基づき
エネルギーインフラ投資を強化

概要

インフレ削減法（IRA）は、米国エネルギー省（DOE）のエネルギー政策法第1703条に
基づく融資保証の対象となるプロジェクトに400億ドルの追加融資権限を提供し、
2026年9月30日まで利用可能です。また、同法は新たにエネルギーインフラ再投資

（EIR）プログラム（第1706条）を創設しました。このプログラムは、操業を停止した
エネルギーインフラの再構築、再発電、再利用、または代替プロジェクト、あるいは
操業中のエネルギーインフラが大気汚染物質や温室効果ガス排出を回避、削減、利

用、隔離することを可能にするプロジェクトに融資保証を提供します。

公開日 2026年05月22日  U.S. Department of Energy  アメリカ



詳細

背景：インフレ削減法（IRA）とクリーンエネルギー投資の加速

2022年に制定された米国インフレ削減法（IRA）は、気候変動対策、クリーンエネルギ
ー投資、および医療費削減を目的とした歴史的な立法です。この法律は、広範な税額控
除、直接給付、融資保証などを通じて、米国における再生可能エネルギー、電気自動
車、バッテリー、そして水素技術などのクリーンエネルギー分野への投資を強力に促進
しています。特に、エネルギーインフラの近代化と脱炭素化は、IRAの主要な柱の一つ
となっています。

エネルギーインフラ投資の強化：第1703条とEIRプログラム

インフレ削減法は、米国エネルギー省（DOE）の融資保証プログラムを大幅に強化し、
エネルギーインフラの転換を加速するための新たなメカニズムを導入しました。

第1703条融資保証の強化: IRAは、2005年エネルギー政策法第1703条に基づく既存の
融資保証プログラムに対し、400億ドルの追加融資権限を付与しました。この資金
は、革新的なクリーンエネルギープロジェクトや、CO2排出量削減に資する先進的な
技術の商業化を支援するために利用されます。この追加融資は、2026年9月30日まで
利用可能であり、大型のグリーン水素プロジェクトなどにとって重要な資金源となり
得ます。

エネルギーインフラ再投資（EIR）プログラム（第1706条）の創設: IRAは、エネルギ
ー転換を支援する新たな融資保証プログラムであるEIRプログラムを創設しました。
このプログラムは、以下のタイプのプロジェクトを対象とします。

操業停止インフラの再利用: 以前に稼働していたが現在は閉鎖されたエネルギーイ
ンフラ（例：石炭火力発電所、原子力発電所跡地など）を、クリーンエネルギー
生産施設（例：再生可能エネルギー、水素製造施設）として再構築、再発電、再
利用、または代替するプロジェクト。これにより、既存のインフラを活用しつ
つ、地域経済の再活性化を図ります。

操業中インフラの排出削減: 現在稼働中のエネルギーインフラにおいて、大気汚染
物質または人為的な温室効果ガス排出を回避、削減、利用、隔離する技術を導入
するプロジェクト。これには、炭素回収・貯留（CCS）、エネルギー効率改善、水
素燃焼への転換などが含まれます。



影響と展望：米国のエネルギー転換と経済的機会

インフレ削減法に基づくこれらの融資保証プログラムは、米国におけるクリーンエネル
ギー投資の規模と速度を劇的に変化させる可能性を秘めています。特に、水素プロジェ
クトにとっては、大規模な設備投資を必要とする特性から、DOEによる融資保証は、プ
ロジェクトファイナンスのリスクを軽減し、最終投資決定（FID）を促進するための強
力なインセンティブとなります。これにより、米国内の製造業を活性化させ、サプライ
チェーンを強靭化し、新たな雇用を創出することで、長期的な経済成長とエネルギー安
全保障に貢献すると期待されています。IRAは、米国のエネルギー転換の風景を根本か
ら再構築する法案として、今後もその影響が注視されるでしょう。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#21 西側国防エコシステム、水素ドローンを試作から調達
へ移行：ドイツは水中、米国陸軍は空中

概要

過去6ヶ月間で、二つの主要な西側国防エコシステムが、水素動力ドローンを試作段階
から調達段階へと移行させました。具体的には、Heven AeroTech社が米国陸軍契約コ
マンドから、Z1と呼ばれる水素動力の長距離無人航空システム（ドローン）について

基本発注契約（BOA）を授与されました。この契約は2026年1月から発効しており、陸
軍部隊は毎回条件を再交渉することなくZ1ドローンと燃料となる水素生成装置を発注
できるようになります。これは、Heven社が米国軍と締結した2番目の水素関連契約で

す。一方、ドイツは水中ドローンでの水素技術の導入を進めています。

公開日 2026年05月25日  Autonocion.com  アメリカ, ドイツ



詳細

背景：防衛分野における無人システムとエネルギー効率の課題

現代の防衛戦略において、無人航空システム（UAS、ドローン）や水中無人潜水機
（UUV）は、偵察、監視、情報収集、さらには攻撃能力においても不可欠な存在となっ
ています。これらのシステムの運用には、長時間の滞空・潜航能力が求められますが、
従来のバッテリー技術では、エネルギー密度と持続時間に限界がありました。特に、遠
隔地での運用や長時間のミッション遂行には、燃料補給の頻度を減らし、運用効率を高
めるための新しいエネルギーソリューションが求められています。水素燃料電池技術
は、この課題に対する有望な解決策として注目されています。

水素動力ドローンの調達段階への移行

過去半年間に、米国とドイツという二つの主要な西側国防エコシステムが、水素動力ド
ローンを試作・開発段階から実際の調達・配備段階へと移行させたことは、防衛技術に
おける重要な進展を示しています。

米国陸軍の空中ドローン導入: 米国のHeven AeroTech社は、Z1という水素動力の長距
離無人航空システム（UAS）について、米国陸軍契約コマンドから基本発注契約
（BOA: Basic Ordering Agreement）を獲得しました。このBOAは、2026年1月から発
効しており、陸軍部隊は、各発注ごとに条件を再交渉する手間なく、Z1ドローンと
その運用に必要な水素生成装置を迅速に調達できる枠組みを提供します。これは、
Heven社にとって米国軍との2番目の水素関連契約であり、同社の技術が米軍のニー
ズに合致していることを強く示唆しています。水素燃料電池は、従来のバッテリーと
比較して、より長い航続距離とミッション時間を実現し、偵察や物資輸送など多様な
任務での活用が期待されます。

ドイツの水中ドローン開発: 一方、ドイツの防衛産業は、水中無人潜水機（UUV）に
おける水素技術の統合を進めています。水中環境では、バッテリーのエネルギー密度
が限られる中で、長時間の潜航能力が運用上の決定的な優位性をもたらします。水素
燃料電池は、酸素供給の問題を解決できれば、従来のUUVの運用時間を飛躍的に延長
する可能性を秘めています。



影響と展望：防衛能力の向上と水素技術の軍事転用

これらの動きは、水素燃料電池技術が単なる民間部門の脱炭素化ツールに留まらず、防
衛分野における戦略的な優位性を確立するための重要な技術としても認識されているこ
とを示しています。長時間の運用能力、低振動、熱排出の少なさといった水素燃料電池
の特性は、隠密性の高い偵察任務や警戒任務において特に有利に働きます。

水素動力ドローンの導入は、各国の防衛能力を向上させるだけでなく、エネルギー安全
保障の観点からも重要です。将来的には、これらの技術のさらなる進化と、国際的な協
力が、より高性能で持続可能な防衛システムの開発を加速させることが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#22 東風汽車、400kW燃料電池搭載の水素トラックと長
距離プラットフォームを発表

概要

東風汽車は、49トン級トラック向けに新しい400kWの「水素コア」燃料電池システム
を発表しました。同時に、このシステムをサポートし、最大1,700kmという驚異的な
航続距離を可能にする新しい車両プラットフォームも導入しました。このシステム

は、30,000時間以上の耐用年数を持ち、-40℃までの超低温でのコールドスタートをサ
ポートします。これにより、東風汽車は70kW、150kW、400kWの3つの水素燃料電池
プラットフォームを提供することになり、重輸送部門における水素化を加速します。

公開日 2026年05月27日  electrive.com  中国



詳細

背景：中国の重輸送脱炭素化と水素戦略

中国は、2060年までのカーボンニュートラル達成を目指し、特に排出量の多い重輸送部
門の脱炭素化を重点的に進めています。大型トラックやバスは、ディーゼル燃料に依存
しており、その排出量は深刻な環境問題を引き起こしています。このため、水素燃料電
池技術は、長距離・高負荷輸送が可能なゼロエミッションソリューションとして、中国
政府および主要自動車メーカーから戦略的な投資と開発が進められています。東風汽車
は、この分野におけるリーディングカンパニーの一つです。

東風汽車、400kW燃料電池システムと新プラットフォームを発表

中国の主要自動車メーカーである東風汽車（Dongfeng Motor）は、重輸送部門におけ
る水素エネルギーの採用を加速させるため、画期的な新型水素燃料電池システムと、そ
れを搭載する車両プラットフォームを発表しました。これは、同社の水素戦略における
重要なマイルストーンとなります。

400kW「水素コア」燃料電池システム: 新開発された400kW（キロワット）の「水素
コア」燃料電池システムは、特に49トン級の重量級トラックを想定して設計されて
います。この高出力システムは、トラックの積載量と走行性能をディーゼル車に匹敵
するレベルで維持しながら、ゼロエミッションを実現します。

新型車両プラットフォーム: 燃料電池システムと同時に発表された新しい車両プラッ
トフォームは、この高出力燃料電池システムを最適に搭載できるよう設計されていま
す。このプラットフォームは、最大1,700kmという驚異的な航続距離を可能にし、長
距離輸送のニーズに十分応えることができます。

主要技術特性:

長寿命: 燃料電池システムは、30,000時間以上の耐用年数を持つように設計されて
おり、商業運用における経済性と信頼性を高めます。

低温始動性能: -40℃という極めて低い温度環境下でのコールドスタートに対応し
ており、中国北部の厳しい冬期条件でも安定した運用を保証します。

製品ラインナップの拡充: 今回の400kWシステムの発表により、東風汽車は既に提供
している70kW、150kWのシステムに加えて、より強力な選択肢を市場に投入するこ
とになります。これにより、顧客は様々な輸送ニーズに合わせて最適な水素燃料電池
ソリューションを選択できるようになります。



影響と展望：中国重輸送の脱炭素化と技術競争力

東風汽車によるこの発表は、中国の重輸送部門における脱炭素化を大きく推進するもの
です。高出力、長航続距離、高耐久性、および低温始動性能は、燃料電池トラックの商
業的実現性を高め、ディーゼル車からの移行を加速させる強力なインセンティブとなり
ます。また、これは東風汽車が水素燃料電池技術において世界的な競争力を高めている
ことを示唆しており、中国がグローバルな水素エコシステムの発展において主要な役割
を果たすことを確固たるものにするでしょう。今後、水素インフラの整備と燃料コスト
のさらなる削減が、この技術の普及を一層加速させると期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#23 サンファイア、BASFシュヴァルツハイデ工業団地に
SOEC電解槽試験施設を着工：産業規模グリーン水素生産
を目指す

概要

Sunfire社は、ドイツのBASFシュヴァルツハイデ工業団地において、固体酸化物形電解

槽（SOEC）の試験施設を着工しました。この取り組みは、産業規模でのグリーン水素
生産を目指すもので、電解槽技術の効率性とコスト競争力をさらに高めるための重要
なステップです。SOEC技術は、高温プロセス熱を利用することで、水電解のエネルギ

ー効率を向上させる可能性を秘めており、鉄鋼、化学、セメントなどの重工業の脱炭
素化に貢献すると期待されています。

公開日 2026年05月26日  Industry News / Sunfire  ドイツ



詳細

背景：産業部門の脱炭素化とSOEC技術の可能性

世界の産業部門、特に鉄鋼、化学、セメントといったエネルギー集約型産業は、大量の
プロセス熱と水素を消費し、CO2排出の主要な源となっています。これらの産業の脱炭
素化には、化石燃料の代替としてグリーン水素の供給が不可欠です。水電解技術の中で
も、固体酸化物形電解槽（SOEC: Solid Oxide Electrolysis Cell）は、高温で稼働し、熱エ
ネルギーを効率的に利用することで、従来のアルカリ電解やPEM（プロトン交換膜）電
解と比較して高い電気効率を達成できる可能性を秘めています。この特性は、産業プロ
セスの廃熱を統合できる場合に特に有利となります。

Sunfire、BASFシュヴァルツハイデにSOEC試験施設を着工

ドイツの電解槽メーカーであるSunfire社は、BASFのシュヴァルツハイデ工業団地内に
おいて、大規模な固体酸化物形電解槽（SOEC）試験施設を着工したことを発表しまし
た。この施設は、SOEC技術の産業規模での適用可能性を検証し、さらなる技術改良と
商用化を加速させることを目的としています。

技術的特徴: SunfireのSOECは、約850℃の高温で稼働します。この高温環境は、水蒸
気からの水素生成に必要な電気エネルギーを削減し、電気分解効率を最大化します。
また、廃熱利用の可能性を広げ、全体のエネルギー効率を向上させます。

BASFとの連携: 化学大手BASFの工業団地内での施設建設は、化学プロセスからの廃
熱やCO2を利用したco-electrolysis（水蒸気とCO2からの合成ガス製造）の可能性を
探る上で戦略的な意義があります。これにより、化学産業の脱炭素化と、より持続可
能な製品生産への道を開きます。

試験目標: 試験施設では、SOECスタックの長期耐久性、部分負荷運転能力、システム
統合性、および変動する再生可能エネルギー供給への適応性が評価されます。これ
は、商用規模での信頼性と経済性を確保するために不可欠なステップです。

影響と展望：グリーン水素コストの削減と産業転換

SunfireのSOEC試験施設の建設は、グリーン水素の生産コスト削減と、重工業の脱炭素
化を加速させる上で重要な意味を持ちます。SOEC技術の成功的な大規模展開は、水素
経済の経済性を向上させ、より広範な産業でのグリーン水素の採用を促進します。



この取り組みは、ドイツおよび欧州の水素戦略における重要な柱の一つであり、化石燃
料依存からの脱却と、エネルギー安全保障の強化に貢献するものです。将来的には、
SOEC技術が、従来の電解槽技術と並び、あるいはそれを上回る形で、様々な産業ニー
ズに応じたグリーン水素供給の主要な選択肢となることが期待されます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#24 Nel ASA、新電解槽でグリーン水素コストを半減させ
大規模産業展開への道を開く

概要

Nel ASA社は、革新的な新電解槽技術により、グリーン水素の製造コストを半減させる
ことに成功したと発表しました。この画期的な進展は、グリーン水素の大規模な産業
展開を可能にする上で極めて重要な意味を持ちます。コスト削減は、電解槽の設計改

良、材料最適化、および製造プロセスの効率化によって達成され、これによりグリー
ン水素が、製鉄、化学、肥料製造といったエネルギー集約型産業において、化石燃料
由来の水素に対する競争力を大幅に高めることが期待されます。

公開日 2026年05月22日  Industry News / Nel ASA  ノルウェー



詳細

背景：グリーン水素のコスト競争力と産業応用への課題

世界の脱炭素化目標達成に向けて、グリーン水素は中心的な役割を担うと期待されてい
ます。しかし、その広範な産業応用を阻む主要な障壁の一つが、従来の化石燃料由来の
水素（グレー水素やブルー水素）と比較した際の高コストでした。特に、電解槽技術の
効率性とコストは、グリーン水素の経済性を決定する上で極めて重要な要素です。大規
模な産業用途で採用されるためには、大幅なコスト削減が不可欠とされてきました。

Nel ASAによる画期的な電解槽技術

ノルウェーの主要な電解槽メーカーであるNel ASA社は、このコスト課題に対する画期
的な解決策を発表しました。同社は、最新の電解槽技術により、グリーン水素の製造コ
ストを従来の半分に削減することに成功したと報告しています。この成果は、水素経済
の発展における重要なマイルストーンとなります。

コスト削減のメカニズム: Nel ASAは、電解槽の設計を革新し、電極材料の最適化、
そして製造プロセスの合理化を通じて、大幅なコスト削減を実現しました。具体的に
は、部品点数の削減、自動化の推進、およびモジュール化された生産方法が貢献して
いると見られます。

技術的優位性: 新しい電解槽は、高い電流密度での安定した運転が可能であり、電解
効率を損なうことなく、より多くの水素を生産できます。これにより、設備投資
（CAPEX）あたりの水素生産量が向上し、運用コスト（OPEX）も削減されます。

大規模展開への道: このコスト削減は、グリーン水素が製鉄、化学、肥料製造といっ
たエネルギー集約型産業において、化石燃料由来の水素と経済的に競争できる水準に
近づくことを意味します。これにより、これらの産業が脱炭素化を進める上での大き
なインセンティブとなります。

影響と展望：グローバルな水素経済への加速

Nel ASAのこの発表は、グローバルなグリーン水素市場に大きな影響を与えるでしょ
う。水素コストの半減は、新規プロジェクトの最終投資決定（FID）を促進し、大規模
な水素ハブやサプライチェーンの構築を加速させる可能性があります。これにより、よ
り多くの企業や国がグリーン水素への投資を検討しやすくなり、世界のエネルギー転換
がさらに勢いを増すことが期待されます。



また、この技術革新は、他の電解槽メーカーにもコスト削減と効率向上への競争を促
し、業界全体の技術水準を押し上げる効果も持つでしょう。結果として、グリーン水素
はより手頃な価格で広く利用できるようになり、世界の脱炭素目標達成に大きく貢献す
ると見込まれます。

元記事: #

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#25 2026年世界水素サミット総括：パラグアイ、イン
ド、スペインでグリーン水素プロジェクトが加速

概要

2026年世界水素サミットでは、大規模な水素導入に向けた重要な進展が示されまし
た。特に、パラグアイ、インド、スペインといった国々における産業規模のグリーン
水素プロジェクトが最終投資決定（FID）に向けて大きく前進していることが報告され

ました。中国とインドが数十億ドル規模の投資コミットメントで主導的な役割を果た
し、グリーン肥料の生産が大規模な需要ドライバーとして浮上しています。これは、
水素産業が「野望」から「実行」へと移行していることを明確に示しています。

公開日 2026年05月24日  Green Building Africa  グローバル



詳細

背景：水素経済の転換点と世界水素サミットの役割

世界のエネルギーシステムが脱炭素化へと向かう中で、水素エネルギーは、電力、産
業、輸送部門における排出量削減の鍵として注目されています。しかし、水素経済の実
現には、技術開発、インフラ整備、そして大規模な需要創出という多くの課題が伴いま
す。世界水素サミットは、これらの課題に対処し、政府、産業界、研究機関が一堂に会
して知見を共有し、協力関係を構築するための重要なプラットフォームとなっていま
す。

2026年世界水素サミットの主要な総括

2026年世界水素サミットは、水素産業が「野望」の段階から「実行」の段階へと明確に
移行していることを示す重要な会議となりました。サミットで強調された主要な進展と
トレンドは以下の通りです。

最終投資決定（FID）への進展: 複数の国々で、産業規模のグリーン水素プロジェク
トが最終投資決定（FID）に向けて大きく前進していることが報告されました。特
に、水力発電の豊富なパラグアイ、再生可能エネルギーポテンシャルの高いインド、
そして太陽光・風力資源に恵まれたスペインが、大規模プロジェクトの推進において
注目されています。これらのプロジェクトは、グリーン水素の経済的実現性を示す上
で重要な役割を果たすでしょう。

中国とインドのリーダーシップ: グローバルな水素投資において、中国とインドが数
十億ドル規模の投資コミットメントをもって主導的な役割を果たしていることが強調
されました。両国は、国内の巨大なエネルギー需要を満たし、同時に国際的な競争力
を確立するために、水素産業を国家戦略の中核に据えています。

グリーン肥料が主要な需要ドライバーに: サミットでは、グリーンアンモニアを原料
とするグリーン肥料の生産が、グリーン水素の最も大規模な初期需要ドライバーの一
つとして浮上していることが議論されました。農業部門は世界のGHG排出量の大き
な割合を占めており、化石燃料由来の肥料からグリーン肥料への転換は、脱炭素化に
大きく貢献します。

サプライチェーンの確立: 多くの議論が、水素の生産だけでなく、貯蔵、輸送、利用
に至るまでのサプライチェーン全体をいかに確立し、最適化するかに集中しました。
国際協力と技術標準化の重要性が繰り返し強調されました。



影響と展望：水素経済の現実化とグローバルな脱炭素

2026年世界水素サミットの総括は、水素経済が理論的な可能性から具体的なプロジェク
トへと移行し、世界的な脱炭素努力においてより実践的な役割を果たし始めていること
を示しています。主要国による大規模投資と、グリーン肥料のような明確な需要セクタ
ーの出現は、水素の商業化を加速させる強力な推進力となるでしょう。

しかし、依然として、資本コストの削減、水素輸送インフラの整備、そして政策の一貫
性と安定性の確保といった課題が残されています。これらの課題に効果的に対処するこ
とで、水素はグローバルなエネルギー転換の決定的な要素としてその地位を確固たるも
のにすると期待されます。

元記事: https://www.greenbuildingafrica.co.za/2026-world-hydrogen-summit-takeaways/

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.greenbuildingafrica.co.za/2026-world-hydrogen-summit-takeaways/


#26 青森県六ヶ所村、水素専焼発電所建設へ：外国産石油
依存度低減に貢献

概要

青森県六ヶ所村で、水素のみを燃料とする大規模な商業用水素発電所の建設が進行中
です。この発電所は2030年度前半の運転開始を目指しており、国内で調達した水素を
使用することで、外国産石油への依存度を大幅に低減し、日本のエネルギー安全保障

に貢献すると期待されています。これは、クリーンエネルギーへの移行と持続可能な
社会の実現に向けた、日本の重要な取り組みの一つです。

公開日 2026年05月24日  The Japan News  日本



詳細

背景：日本のエネルギー安全保障と脱炭素化戦略

日本は、エネルギー資源の大部分を海外からの輸入に依存しており、エネルギー安全保
障の強化は国家的な最重要課題の一つです。同時に、2050年カーボンニュートラル目標
の達成に向けて、再生可能エネルギーの最大限の導入と、電力部門の脱炭素化が不可欠
です。この文脈において、排出ゼロの燃料である水素は、既存の火力発電インフラを有
効活用しながら、電力供給の安定性を維持し、かつ脱炭素化を進めるための有望なソリ
ューションとして位置づけられています。

青森県六ヶ所村における水素専焼発電所計画

青森県六ヶ所村では、水素のみを燃料とする大規模な商業用水素発電所の建設が進めら
れています。このプロジェクトは、既存の火力発電技術を水素燃焼に転換する、世界で
も先進的な取り組みの一つとして注目されています。

計画とスケジュール: この発電所は、2030年度前半の運転開始を目指して建設が進め
られています。大規模な発電容量を持つことで、地域の電力需要に応えつつ、クリー
ンな電力を供給します。

燃料調達: 発電所の燃料となる水素は、国内での調達が計画されています。具体的に
は、再生可能エネルギー由来の電力を用いた水電解によるグリーン水素、またはCO2

排出を抑制したブルー水素の導入が検討されており、サプライチェーン全体の脱炭素
化に貢献します。

技術的特徴: 水素燃焼タービンは、高度な燃焼制御技術とNOx（窒素酸化物）抑制技
術が不可欠です。本発電所では、これらの最新技術が導入され、効率的かつクリーン
な電力生成を目指します。

影響と展望：エネルギー自給率向上と脱炭素社会の実現

青森県六ヶ所村の水素専焼発電所は、日本のエネルギーミックスにおける水素の役割を
大きく拡大させるものです。これにより、外国産石油への依存度を大幅に低減し、日本
のエネルギー自給率を高めることに貢献します。特に、供給変動性の高い再生可能エネ
ルギーを補完し、安定したベースロード電源としての役割を果たすことが期待されま
す。



このプロジェクトの成功は、日本の電力部門における脱炭素化を加速させるだけでな
く、世界に対して、水素専焼発電が大規模かつ実用的なソリューションであることを示
すモデルケースとなります。将来的には、全国各地での水素発電導入に向けた技術的・
経済的な知見を提供し、持続可能な社会の実現に大きく貢献することが期待されます。

元記事: https://japannews.yomiuri.co.jp/business/companies/20260525-329131/

収集日: 2026年05月30日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://japannews.yomiuri.co.jp/business/companies/20260525-329131/


#27 ユニザー・バイオエレクトロニックとロビンソン・ヘ
リコプター、水素動力ヘリコプターの有人試験飛行を完了

概要

Unither Bio Electronic社とRobinsonヘリコプターは、燃料電池を使用した水素動力ヘリ
コプターの有人試験飛行を成功裏に完了したと報じられました。この画期的な成果
は、航空分野における水素燃料の実用化に向けた重要な一歩であり、クリーンな航空

モビリティの未来を切り開くものです。この試験飛行は、水素燃料電池システムの航
空機への統合における安全性と性能を実証するもので、航空業界の脱炭素化に大きく
貢献する可能性を秘めています。

公開日 2026年05月25日  YouTube (Unither Bio Electronic / Robinson Helicopter)  アメリカ



詳細

背景：航空業界の脱炭素化と水素燃料の可能性

世界の航空業界は、排出ガス削減と持続可能性の実現に向け、多大なプレッシャーに直
面しています。従来のジェット燃料に代わる代替燃料として、バッテリー駆動の電気航
空機や持続可能な航空燃料（SAF）が検討されていますが、特に長距離・大型航空機に
おいては、エネルギー密度の問題から限界があります。このような背景から、水素燃料
は、その高いエネルギー密度と燃焼時の排出物が水のみであるという特性から、航空分
野の脱炭素化における最も有望な選択肢の一つとして注目されています。

水素動力ヘリコプターの有人試験飛行の成功

Unither Bio Electronic社と、小型ヘリコプターで世界的に知られるRobinsonヘリコプタ
ーが協力し、燃料電池を動力源とする水素動力ヘリコプターの有人試験飛行を成功裏に
完了しました。この歴史的な飛行は、航空分野における水素技術の商業的実現可能性を
大きく前進させるものです。

技術的アプローチ: この水素動力ヘリコプターは、高効率の燃料電池システムを搭載
しています。燃料電池は、水素と空気中の酸素を電気化学反応させて電力を生成し、
プロペラやローターを駆動するモーターに供給します。このプロセスでは、有害な排
出ガスは一切発生せず、水蒸気のみが排出されます。

安全性と性能の検証: 有人試験飛行の成功は、水素燃料電池システムが航空機の厳し
い安全基準と性能要件を満たすことを実証しました。特に、振動の少なさ、騒音の低
減、そして安定した電力供給能力は、航空運用において大きな利点となります。

パートナーシップの重要性: Unither Bio Electronicの燃料電池技術と、Robinsonヘリ
コプターの航空機設計・製造に関する専門知識が融合することで、革新的なソリュー
ションが実現しました。このような異業種間の協力は、複雑な技術的課題を克服し、
新しい市場を開拓するために不可欠です。

影響と展望：クリーンな航空モビリティの未来

今回の水素動力ヘリコプターの有人試験飛行成功は、航空業界における持続可能なモビ
リティの未来を切り開く画期的な一歩です。短距離フライトや都市間エアモビリティ
（UAM）など、比較的小規模な航空機から水素燃料が導入されることで、段階的に航空
部門全体の脱炭素化が進むと期待されます。また、この成功は、水素貯蔵技術、燃料補
給インフラ、そして航空機設計に関するさらなる研究開発と投資を促進するでしょう。



将来的には、この技術が大型航空機にも応用されることで、世界の航空旅行がより環境
に優しいものになり、航空業界のカーボンニュートラル目標達成に大きく貢献する可能
性を秘めています。

元記事: https://www.youtube.com/watch?v=u-eEO7aKa6Y
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#28 韓国政府、水素生産と地下貯蔵の規制サンドボックス
を承認

概要

韓国政府は、水素製造技術および地下貯蔵インフラに関する規制サンドボックスを承
認しました。この決定により、高温固体酸化物形電解槽（SOEC）を利用した低コスト
水素製造技術の実証と、気体水素の地下貯蔵・供給・発電プロセス検証プロジェクト

が進められます。これにより、水素経済の実現に向けた革新的な技術の迅速なテスト
と商業化が促進され、韓国が水素サプライチェーンの構築において国際的な競争力を
高めることを目指します。

公開日 2026年05月26日  Seoul Economic Daily  韓国



詳細

背景：水素経済の加速と規制緩和の必要性

韓国は、2050年カーボンニュートラル目標達成とエネルギー安全保障の強化のため、水
素経済への移行を国家戦略の柱としています。この移行を加速するには、水素の生産、
貯蔵、輸送、利用といったサプライチェーン全体にわたる革新的な技術の開発と実証が
不可欠です。しかし、既存の法規制が新技術の導入や大規模なインフラ構築の障壁とな
るケースがあり、これを柔軟に乗り越えるための「規制サンドボックス」制度が求めら
れていました。

韓国政府による規制サンドボックスの承認

韓国政府は、水素経済の実現に向けた重要なステップとして、水素製造技術および地下
貯蔵インフラに関する規制サンドボックスを正式に承認しました。この制度は、特定の
期間および条件の下で、既存の規制の適用を一時的に免除し、新技術や新しいビジネス
モデルの実証を可能にするものです。

SOEC低コスト水素製造技術の実証: サンドボックス制度の下で、高温固体酸化物形
電解槽（SOEC）を利用した低コスト水素製造技術の実証プロジェクトが進められま
す。SOECは、高温のプロセス熱を効率的に利用することで、高い電気分解効率を達
成できる可能性があり、グリーン水素の生産コスト削減に貢献すると期待されていま
す。この実証を通じて、SOEC技術の信頼性、耐久性、経済性を検証し、商業化への
道筋を確立します。

気体水素の地下貯蔵・供給・発電プロセス検証: もう一つの重要なプロジェクトは、
気体水素の地下貯蔵、供給、およびそれを活用した発電プロセスの検証です。大規模
な水素貯蔵は、水素経済のボトルネックの一つであり、地下貯蔵は大量の水素を安全
かつ経済的に貯蔵するための有望な選択肢です。この検証は、地中構造物の適合性、
貯蔵システムの安全性、そして貯蔵された水素を安定して取り出し、発電に利用する
技術的な実現可能性を評価します。



影響と展望：技術革新の加速と国際競争力

今回の規制サンドボックスの承認は、韓国の水素産業における技術革新を大幅に加速さ
せるでしょう。これにより、市場投入までの期間が短縮され、新しい技術やサービスが
より迅速に社会に実装されることが期待されます。SOEC技術や地下水素貯蔵のような
先進的な取り組みは、グリーン水素のコストを削減し、サプライチェーンの効率性を向
上させることで、韓国が水素経済において国際的な競争力を高める上で重要な役割を果
たします。

韓国政府のこの柔軟なアプローチは、他の国々が水素経済を推進する上でのモデルケー
スとなる可能性も秘めており、世界のエネルギー転換に貢献するものです。

元記事: https://en.sedaily.com/news/2026/05/26/korea-approves-regulatory-sandbox-for-hydrogen-

production
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